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関係法令や用語解説等当該計画をより深く御理解いただくための参考資料を掲載しています。

近年、晩婚化や晩産化等を背景とするハイリスクな妊娠や低出生体重児＊の増加により高度な

周産期＊医療体制の整備が重要であるとされています。このような背景の中、県では『安心して

妊娠・出産ができる岐阜県づくり』をめざし、妊娠や出産の異常によるハイリスク妊婦や新生

児＊、救急搬送を要する妊婦に対する適切な医療の提供体制の整備を進めてきました。

国において今後の周産期医療と救急医療の確保と連携の在り方及び課題解決のために必要な

方策が検討され、「周産期医療体制整備指針」（平成 21年 3 月 30 日付医政発第 0330011 号）の

改定が行われました。県では、これを受けて、今後も安心して妊娠・出産ができる岐阜県づくり

を一層推進していくため、平成 23年 3 月に「岐阜県周産期医療体制整備計画」を定めました。

保健医療計画の見直しと併せて、周産期医療体制整備計画も見直しを行いました。

当該計画は次のような構成としています。

はじめに

なぜ、岐阜県周産期医療体制整備計画が必要なのか、その背景や計画の位置づけ等を記載します。

岐阜県の母子保健の水準がどのような状況にあるのか、統計数値から過去に遡ってその動向を分析

し、傾向を記載します。

岐阜県の周産期医療体制の現状から将来の体制を展望し、中長期的な観点から地域の実情に見合っ

た周産期医療を提供できるよう医療施設の整備や従事者の確保方針と方策を明らかにします。

○周産期医療機関の現状とめざす姿

○周産期医療連携体制の現状とめざす姿

○NICU＊病床等入院児の在宅等への移行の支援

○周産期医療体制の検証

○周産期医療従事者の資質向上対策

○周産期医療体制充実のための母子保健施策との連動

○県民への普及啓発

Ⅰ 計画策定の趣旨

Ⅱ 岐阜県における母子保健指標

Ⅲ 岐阜県における周産期医療体制の現状とめざす姿

はじめに

資料編

岐阜県周産期医療体制整備計画の構成
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１ 計画策定の趣旨

周産期医療とは、妊娠満 22 週以降から、分娩後、児が生後 1週間を迎えるまでの期間を支

える医療です。近年、周産期医療の水準を表す妊産婦死亡＊数、妊娠満 22週以降の死産＊数、

早期新生児死亡＊数は劇的に改善し、日本は世界に誇る高い水準の医療体制を整備しています。

しかし一方で、妊婦の高齢化や低出生体重児の増加等リスクの高い妊娠・出産の増加傾向や、

医師・看護師不足等医療体制を揺るがす課題も発生しています。

このような中、県では、妊娠・出産から新生児に至るまでの一貫した高度専門的な医療を提

供し、安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを推進するため、周産期医療に関

連する病院、診療所、助産所（以下「地域周産期医療関係施設」という）、関係団体、行政等

からなる岐阜県周産期医療ネットワーク（以下「周産期医療ネットワーク」という）を平成

20 年 2 月に立ちあげました。現在、関係者の並々ならぬ御協力のもとに充実した運用が図ら

れ、妊婦の安全な出産と新生児の健康を支援しているところです。

岐阜県周産期医療体制整備計画は、現在の周産期医療ネットワークを維持するとともに、周

産期医療体制が抱える様々な課題に対応すべく将来を展望し、中長期的な観点から地域の実情

に見合った周産期医療を提供できるよう医療施設の整備や、従事者の確保方針と方策等を明ら

かにするものです。

■計画策定の背景

平成20年10月に東京都で起きた母体脳出血死亡事例等から周産期救急、母体救命救急医療体制の整備が全国的な課題となったことを受けて、厚生労

働省は「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」を設置し、平成21年3月に周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けた提言を行

いました。挙げられた課題は次のとおりであり、これらは県の課題としても受けとめるべき事項となっています。

■課題１：周産期医療機関の機能と相互連携の問題

■課題２：医療スタッフの不足 ～産科医～

■課題３：医療スタッフの不足 ～新生児科医～

■課題４：医療スタッフの不足 ～新生児医療を担う看護師～

妊産婦救急搬送症例や低出生体重児、疾病新生児の受入等、周産期母子医療センター＊へのニーズが増大する一方で、病床の不足等が受入を困難

にしています。特に NICU 病床が恒常的に満床又は満床に近い状態にあることは、新生児だけでなく母体搬送の受入れも困難にします。周産期母子医療セ

ンターにおける NICU 病床機能の充実を図ると同時に、搬送元となる周産期医療機関との信頼関係の構築が重要です。また、NICU 病床に長期入院してい

る重症児が退院後に地域で安心して療養できる支援体制の強化を図ることが必要です。

東京都東部で発生した事例の母体搬送が遅延した原因の一つは、当初受入要請のあった総合周産期母子医療センターの産科の当直体制が完備して

いなかったことが挙げられます。県の周産期母子医療センター等でも限られたマンパワーで 24 時間体制を維持している現状です。この背景には、全体的に

産婦人科医師数が減少している中で、勤務が特に過酷な産科（周産期医療）に従事せず婦人科に専従する医師、あるいは出産や育児を機に離職又は休

職せざるを得ない女性医師の割合が増えている実情があります。

新生児医療は急速に発達していますが、その医療を担当する医師は絶対的に不足しており、24 時間体制を要する NICU 病床に十分な人数の新生児医

療担当医師を確保できない施設もあります。これまでは新生児医療は小児科の一領域として発展してきましたが、高度医療である新生児医療に対する需

要が高まる中で、専門的に担当する医師の養成と、医療現場に供給する体制整備が必要です。

NICU 病床は３床当たり 1 名、GCU 病床は６床あたり 1 名の看護配置が求められていますが、看護職員の配置ができずに縮小して運営している施設も存

在します。周産期医療に携わる看護職の不足を緩和するために、勤務環境の向上、看護師が専門性を高めるための研究・教育の機会を確保することが必

要です。

Ⅰ 計画策定の趣旨
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２ 計画の位置づけ

岐阜県周産期医療体制整備計画は、次の関係法令に基づき定めるものであり、岐阜県保健医

療計画＊の第 3部第 3章第 3節「周産期医療体制」についての記載内容をより具体的に示した

ものです。

３ 計画の期間

岐阜県周産期医療体制整備計画は、岐阜県保健医療計画第６期計画（平成 25～29 年度）と

の整合性を図るため、当計画も期間を平成 25 年度から平成 29 年度までの 5か年とします。以

後、おおむね 5年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があると認められる場合には計画を

変更します。

また、周産期医療を取り巻く環境が変化し、計画の見直しが必要となった場合にも、計画期

間にかかわらず、随時、見直しを行います。

■関係法令■

① 「周産期医療対策事業等の実施について」（平成 21 年 3 月 30 日付医政発第 0330011 号厚生労働省医政局

通知）第１の４

② 「周産期医療の確保について」（平成 22 年 1 月 26 日付医政発 0126 第 1 号厚生労働省医政局長通知）別添

２「周産期医療体制整備指針」

③ 母子保健法第 20 条の 2

④ 医療法第 30 条の 4 第 2 項第 5 号二

■岐阜県保健医療計画に掲げる周産期医療体制施策■

○ 三次周産期医療機関・二次周産期医療機関・かかりつけ医の相互連携による搬送受入体制を維持するとともに、

高度な周産期医療を提供できるよう、主に三次周産期医療機関に対する運営及び設備の整備に対する支援を実施

○ 退院期に治療と在宅療養に必要な訓練（呼吸管理等）を併せて行う地域療育支援事業を通じて、ＮＩＣＵ等に長期

入院している児が円滑に在宅療養等へ移行できるよう支援を実施

○ 在宅等へ移行したＮＩＣＵ等長期入院児を保護者の申請に応じて、一時的に受け入れる日中支援事業を実施

○ 産科医師の確保と医師の待遇改善のための環境整備を実施

○ 岐阜県母と子の健康サポート支援事業＊等による、医療・保健・福祉が連携した在宅支援を実施

○ 歯周病の合併症として、早産・低出生体重児出産が存在する知識の普及啓発を実施

○ 安心・安全な出産のために、妊婦健診・妊婦歯科検診の受診を勧奨

○ 周産期医療に従事する医師・看護師・助産師等を対象に、新生児対する適切な蘇生技術を習得することを目的と

した新生児蘇生法講習会を実施
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１ 出生の動向

（１） 県の出生の動向

出生の動向を観察する指標には、出生数から算出する出生率＊と、合計特殊出生率＊があ

ります。

出生数は、第二次ベビーブームの昭和 46年から 51 年までは 30,000 人を超えていまし

たが、以後、年々減少し、昭和 52 年以降は 2万人台、平成 13 年以降は 1万人台で推移し

ています。平成 22 年の出生数は 16,887 人となっており、減少傾向に歯止めがかかってい

ません。

合計特殊出生率は、その年の 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの

です。出生数の動向と同じく昭和 48 年の 2.24 をピークとして年々低下し、平成 22年の

県の合計特殊出生率は 1.48（対前年 0.11 上昇）となっており平成 19 年より上昇傾向と

なっています。また平成 22 年の数値は、全国の 1.39 よりも 0.09 ポイント高い数値とな

っています（図 1）。

図１ 県の出生数及び合計特殊出生率の年次推移
（データ：厚生労働省人口動態統計＊）
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Ⅱ 岐阜県における母子保健指標 ～ ママと赤ちゃんを取り巻く動向 ～

平成 22年
出生数 16,887 人

出生率 人口千対 8.3 （国：8.5）

合計特殊出生率 1.48 （国 1.39）
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ア 県の出生率の推移（全国との比較）

県の出生率は昭和 45 年から 60年にかけて急激に低下し、平成 2年から 16年は緩やか

な低下傾向でした。平成 17 年以降は若干の増減はありますが、概ね横ばいとなっており、

全国とほぼ同じ傾向です（図 2）。

図２ 出生率の年次推移
（データ：厚生労働省人口動態統計）
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イ 圏域＊別出生率の推移

過去 10年間の圏域別出生率は、岐阜は緩やかな低下傾向にありますが、他圏域

よりも高くなっています。

その他の圏域では、平成 17 年以降概ね横ばいとなっています（図 3）。

図３ 圏域別出生率の年次推移
(データ：県衛生年報）
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中濃 8.7 8.5 8.7 8.5 8.1 7.7 8.1 7.9 7.9 7.8 8

東濃 8.7 8.5 8.4 8 7.9 7.7 7.8 7.9 7.5 7.7 7.5

飛騨 9.5 9.5 9.4 8.7 8.2 8.1 8 8 8 8.1 7.7
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6

（２） 母の年齢階級別出生数

平成 12 年以降の母の年齢階級別出生数をみると、24 歳以下及び 25～29 歳の年齢階級

では減少傾向にあります。30～34 歳は平成 16年から最も出生数の多い年齢階級となって

います。しかしながら、この階級でも平成 19 年以降は減少傾向にあります。一方、35～

39 歳、40歳以上では増加傾向にあり、晩産化の傾向が進行しています（図 4）。

図４ 母の年齢別出生数の年次推移
（データ：県衛生年報）

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000

出生数
（各年齢女性人口千対）

24歳以下 2,905 2,735 2,818 2,592 2,448 2,268 2,253 2,298 2,167 2,096 1,917

25̃29歳 8,969 8,230 7,900 7,359 6,657 6,043 6,053 5,634 5,432 5,341 5,212

30̃34歳 6,583 6,704 6,972 7,097 7,047 6,979 7,103 6,837 6,727 6,439 6,162

35̃39歳 1,652 1,727 1,729 1,915 2,006 2,176 2,395 2,639 2,846 3,081 3,180

40歳以上 167 207 198 193 205 240 288 288 334 370 416

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（３） 低出生体重児の出生割合

低出生体重児の出生割合を全国と比較すると、平成 20 年以降、全国平均を下回ってい

ます（図 5）。

出生時の体重階級をさらに分類し、1500g 未満、1500～2500g 未満に分けて比較すると

1,500ｇ未満はほぼ横ばいとなっており、1,500～2,500ｇ未満では平成 16年まで上昇した

後、ほぼ横ばいとなっています（図 6）。

図５ 低出生体重児の出生割合の年次推移

(データ：財団法人母子衛生研究会「母子保健の主なる統計」及び県衛生年報）
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図６ 低出生体重児の体重階級別出生割合の年次推移
（データ：財団法人母子衛生研究会「母子保健の主なる統計」]及び県衛生年報）
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（４） 出生場所

過去 10 年間の出生場所の動向は、病院、診療所、助産所の施設内で出生した児が 99％

以上でした。

（５） 複産＊（複産の種類）別分娩件数

複産の種類別では、双子が 9割以上を占めています（表 1－1）。平成 12 年以降の単産

-複産の割合をみると、平成 18 年までは上昇傾向にありましたが以後、低下傾向に転じて

います。また、平成 21年までは 1％台で推移していましたが、平成 22年に 0.9％と 1％

を割り込みました。（図 7）。

表１－１ 複産の分娩数

（データ：財団法人母子衛生研究会「母子保健の主なる統計」）

図７ 複産の割合の年次推移
（データ：財団法人母子衛生研究会｢母子保健の主なる統計」）

0.8
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1.2

1.4

1.6

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

割 合
(%)

全国 県移動平均 県

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 
全国 12,443 12,218 12,957 13,045 13,215 12,707 12,883 12,619 11,684 10,966 10,558
県 255 255 227 248 259 239 270 197 204 171 157
双子 248 253 225 237 255 238 265 197 197 170 156
三つ児 7 2 2 10 4 1 4 0 4 1 1
四つ児 0 0 0 1 0 0 1 0 3 0 0
五つ児以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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２ 妊産婦死亡

県内の妊産婦死亡は、昭和 50 年代以降は 1桁台で推移しています。平成 12 年以降の妊産婦

死亡率＊の推移を移動平均＊（移動平均：3年）でみた場合、平成 15 年までは、全国平均を下

回る率で推移していましたが、平成 16～21 年は全国平均を上回っています。

なお、平成 22 年の岐阜県の妊産婦死亡は 0件でした（図 8）。

図８ 妊産婦死亡率の年次推移
（データ：財団法人母子衛生研究会「母子保健の主なる統計」）
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県 4.8 0 5 0 15.9 16.5 5.4 11 11.2 11.5 0
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３ 死産

死産とは妊娠満 12 週（第 4月）以後の死児の出産であり、自然死産＊と人工死産＊に分けら

れ、死因は胎児側と母体側の両面があります。

（１） 県の死産の推移

平成 22 年の県の死産は 382 件（自然死産 171 件、人工死産 211 件）でした。妊娠週数

でみると、全体の 97.6%が妊娠満 37 週未満での死産であり、中でも、妊娠満 22 週未満の

死産が 87.4％を占めています。

平成 13 年以降 10 年間の死産率の推移をみると、県は全国の数値を下回っています。

また、平成 21 年までは毎年、低下傾向にありましたが、平成 22 年は前年より上昇しまし

た（図 9）。

図9 死産率の年次推移
（データ：厚生労働省人口動態統計）
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県死産率 27.2 29.3 29 28.8 24.4 26.9 25.8 24.8 23.7 21.7 20.2 22.1

H11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22



9

（２） 圏域別の死産率

圏域別の死産率の年次推移（移動平均：3年）をみると、10 年前に比べ、各圏域とも低

下傾向にあります。また、平成 22年は、岐阜、西濃、東濃の各圏域で、対前年で低下し

ていますが、中濃、飛騨の各圏域では、対前年で上昇しています（図 10）。

図10 圏域別死産率の年次推移（移動平均：3年）
（データ：県衛生年報）
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東濃 26.3 28.3 30.2 30 29.6 27.9 27 24.4 22.8 22.9 22.5
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（３） 自然死産率

自然死産率を年次推移（移動平均：３年）でみると、県全体では近年、低下傾向にあり

ます。圏域別にみると、岐阜、西濃で近年低下傾向を示しており、西濃は県全体の率を大

幅に下回っています。一方、東濃では平成 17～20 年まで低下していましたが、平成 21

年から上昇に転じています。また飛騨では、平成 16 年をピークに低下していましたが、

平成 22 年は前年に比べて 2.9 ポイント上昇しています（図 11）。

図11 圏域別自然死産率の年次推移(移動平均：３年）
(データ：県衛生年報）
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H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22



10 

 

（４） 人工死産率

人工死産率の年次推移（移動平均：3年）をみると、県全体では、平成 13 年をピーク

に低下傾向が続いています。圏域別にみると、岐阜が平成 18年から低下しているものの、

5圏域の中では最も高くなっています。一方、最も低いのは飛騨で、平成 20 年以降、5

圏域の中で唯一 1桁台で推移しています。（図 12）。

図12 圏域別人工死産率の年次推移(移動平均：3年）
（データ：県衛生年報）
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４ 周産期死亡＊

周産期死亡とは、妊娠満 22 週以後の死産と生後 1週間未満の早期新生児死亡を合わせたも

のです。周産期死亡率は、出生数に妊娠満 22 週以後の死産数を加えたものを分母として、出

産千対で算出します。

（１） 周産期死亡の推移

過去 15 年間の周産期死亡率＊を移動平均(移動平均：3年)で観察してみると、全国の値

は毎年減少傾向を示しています。一方、県の値は平成 8～16 年まで出産千対 6台で上下し

ながら推移していましたが、平成 17 年以降出産千対 5台へ低下しています。その後、平

成 21 年に 4.8 となり、平成 22 年には 3.8 にまで低下しました（図 13）。

圏域別では、中濃を除く各圏域とも 15 年前に比べ数値が低下しており、近年では、中

濃が最も高く、西濃が最も低くなっています。

各圏域の周産期死亡数を平成 13～17 年、18～22 年の 5年ごとに合計して有意差検定＊

をすると、前区間では飛騨が有意に高くなっています。一方、後区間では有意に高い圏域

はみられず、西濃が有意に低くなっています（図 14）。

図１３ 周産期死亡率の年次推移
（データ：県衛生年報）
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図１４ 圏域別周産期死亡率の年次推移 （移動平均：３年）
（データ：県衛生年報）
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（２） 妊娠満 22 週以後の死産の推移

県の平成 22年における妊娠満 22 週以後の死産数は 48 件でした。過去 15 年間の全国の

移動平均（移動平均：3年）の値は、平成 19 年まで低下傾向にあり、その後横ばいとな

っています。一方、県の値は、平成 14 年をピークに、その後は低下傾向となっています

（図 15）。

圏域別では、飛騨で平成 14～16 年まで高値が続いていましたが、以後、平成 21 年まで

急激に低下しました。しかし、平成 22 年は上昇しています。中濃では平成 13～18 年まで

徐々に低下していましたが、その後上昇し、他圏域よりもやや高い値で推移しています。

東濃では、平成 20 年、21 年は大幅に低下しましたが、平成 22 年は大幅に上昇していま

す。岐阜、西濃は年々低下傾向にあります（図 16）。

平成 22 年の死因を母体からみた場合、最も多かったのは「現在の妊娠とは無関係な場

合もありうる母体の病態による影響」が 13 件となっており、次いで「胎盤、臍帯及び卵

膜の合併症により影響を受けた胎児及び新生児」が 8件となっています。一方、児側から

みた原因では、ほとんどが「原因不明の胎児死亡」となっています。

図１５ 妊娠満22週以後の死産の年次推移
（データ：県衛生年報）
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図１６ 妊娠22週以後の死産の年次推移（移動平均：3年）
（データ：県衛生年報）
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（３） 早期新生児死亡の推移

県の早期新生児＊死亡は平成20年の28件から平成21年は9件に大きく減少しましたが、

平成 22 年は 17件と増加しました（図 17）。

圏域別では、飛騨で平成 20 年に対前年で大幅に減少し、平成 22 年にも大幅な減少がみ

られます。東濃でも平成 20 年以降減少しています。岐阜では、平成 21年に減少しました

が、平成 22 年は横ばいとなりました（図 18）。

平成 22 年の早期新生児死亡 17 件についての原因は、母体からみた場合、「母体の妊娠

合併症により影響を受けた胎児及び新生児」が 5件となっていますが、母体に原因がない

ものも 8件となっています。一方、児側の要因は様々あり、「妊娠期間短縮及び低出産体

重に関連する障害」や「新生児吸引症候群」などがあります。

図１７ 早期新生児死亡率の年次推移
（データ：県衛生年報）
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図１８ 圏域別早期新生児死亡率の年次推移（ 移動平均：3年）

(データ：県衛生年報）
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５ 乳児死亡

生後 1年未満の死亡を乳児死亡＊といい、乳児死亡率＊は出生千対で観察します。乳児の生存

は母体の健康状態、養育条件等の影響を強く受けるため、乳児死亡率は地域の衛生状態の良否、

経済状態、教育状態を含めた社会状態を反映すると考えられています。

平成 22 年の県の乳児死亡は 41 件でした。年次推移（移動平均：3年）をみると、平成 16

年まで低下しており、平成 18 年以降は全国の値を若干上回りながらも緩やかな低下傾向を示

しています（図 19）。圏域別にみると、岐阜、中濃、飛騨で近年低下傾向を示しています（図

20）。

図１９ 乳児死亡率の年次推移
(データ：県衛生年報）
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図２０ 圏域別乳児死亡率の年次推移（移動平均：3年）
（データ：県衛生年報）

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

乳児死亡率
（出生千対）

県 3.3 3 3 3 2.8 2.8 3 2.9 3 2.6 2.6

岐阜 3.5 3 3.2 3.5 3.1 3.2 3.1 3.3 3.1 2.8 2.8

西濃 2.9 2.9 2.5 2.4 1.9 1.9 2.1 2.1 2.6 2.4 2.8

中濃 3.7 3 2.9 2.8 2.8 2.5 3.2 3.3 3.8 2.9 2.6

東濃 2.8 3 2.6 2.6 2.8 2.6 2.9 2.4 2.4 2.3 2.6

飛騨 3.8 3.6 3.3 2.6 3.2 3.4 3.7 3.3 2.8 2.3 1.6

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22



15 

 

１ 周産期医療機関の現状とめざす姿

（１）医療機関の数 
平成22年の医療施設調査＊（動態調査）によれば、県内に病院は104か所、一般診療所は1,558か

所の合計1,662か所あります。そのうち、平成24年4月時点の分娩取扱医療機関は57か所です。

産科または産婦人科を標榜する医療機関数を人口10万人あたりでみると、全国の4.3に対し、県は

5.1と上回っています（表2－1）

また、全国的な傾向として、年々分娩を取り扱う医療機関が減少しており、県も同じ傾向にあり

ます。限られた医療資源の中で、県民の方々が安心して妊娠・出産することができる周産期医療体

制を確保するため、地域の周産期医療関係施設の連携体制の充実、産科医がハイリスク分娩等に力

を注ぐことができるよう助産師外来等の運営支援に努めていきます。

（２）医療従事者の数 
ア 医師の数

県内の医療機関に従事する医師総数の年次推移をみると増加傾向にあります。診療科別にみた

場合には、小児科、産科・産婦人科ともに増加しています。また、圏域別にみたときには、各診

療科とも、岐阜に集中しています（表2-2）。地域医療を支える医師を確保するため、医師育成・

確保コンソーシアム＊の運営支援等県内医療機関従事医師の増加対策、圏域や診療科による医師数

の格差是正と病院勤務医の負担軽減対策、出産等を機に離職・休職中で再就職が可能となった女

性医師の研修体制の整備等による医師確保のための環境整備、周産期医療機関を対象とした人件

費、施設運営費の財政支援等に努めていきます。

Ⅲ 岐阜県における周産期医療体制の現状とめざす姿

表2-2 医師数

H18 H20 H22 H18 H20 H22 H18 H20 H22

263,540 271,897 280,431 14,700 15,236 15,870 10,074 10,389 10,652
3,641 3,734 3,933 210 214 224 158 160 179

岐阜 1,802 1,840 1,970 106 107 118 89 86 94
西濃 555 579 578 38 42 42 21 23 26

中濃 478 511 529 22 22 21 16 22 18
東濃 538 545 589 30 30 31 22 20 27
飛騨 268 259 267 14 13 12 10 9 14

※産婦人科医数には婦人科のみを主たる診療科とする医師は含まない。

(データ：厚生労働省医師・歯科医師・薬剤師調査）

（再）産科・産婦人科医数

圏

域

全国
県

区分
(再)医師総数 (再)小児科医数

表2-1 平成22年医療施設調査による病院及び診療所の数

全国 県 全国 県

産科・産婦人科医の数 10,652 179 8.4 8.8

産科または産婦人科を標榜する医療機関数

(H20)
5,451 104 4.3 5.1

区分

（データ：厚生労働省平成22年医療施設静態・動態調査）

10万対

(平成22年データから算出）
病院及び一般診療所数
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イ 産科・産婦人科医の数

周産期医療を担う産科・産婦人科医を15～49歳女性人口10万対でみると、平成20年は全国37.9

に対し県36.7と全国の値を下回っていたのに対し、平成22年は全国39.4に対して県42.2と上回り

ました。圏域別では岐阜、東濃、飛騨で全国を上回っていますが、西濃や中濃で大幅に下回るな

ど地域偏在がみられます（表2-3）。

県では、数少ない産科医等の処遇を改善し、産科医療機関及び産科医が確保できるよう努めて

きましたが、今後も産科医が少ない地域を中心に、医師の確保が促進されるように努めていきま

す。

ウ 小児科医の数 
小児科医を15歳未満人口10万対でみると、増加傾向にはありますが、平成20年は全国88.7

に対して県71.3、平成22年は全国94.4に対して県77.3と全国を下回っています。圏域別では

岐阜で102.7と全国よりも高いですが、その他の圏域は全国に比して低い状況です（表2-4）。

県では、数少ない小児科医の中でもNICU病床において、新生児医療に従事する医師の処遇を改

善し、新生児医療機関及び新生児科医が確保できるよう努めていきます。

表2-3 産科・産婦人科医の数

H18 H20 H22

全国 10,074 10,389 10,652 36.3 37.9 39.4

県 158 160 179 35.5 36.7 42.2

岐阜 89 86 94 49.7 48.6 53.8

西濃 21 23 26 25.3 28.4 33.2

中濃 16 22 18 19.8 27.8 23.6

東濃 22 20 27 30.1 28.2 40.0

飛騨 10 9 14 33.3 31.0 50.4

(データ：厚生労働省医師・歯科医師・薬剤師調査）

H18 H20区分 H22
15～49歳女性人口10万対

表2-4 小児科医の数

H18 H20 H22

全国 14,700 15,236 15,870 84.3 88.7 94.4

県 210 214 224 69.1 71.3 77.3

岐阜 106 107 118 89.8 91.5 102.7

西濃 38 42 42 66.7 75.0 77.5

中濃 22 22 21 39.3 40.0 39.7

東濃 30 30 31 60.0 61.2 67.0

飛騨 14 13 12 60.9 51.9 56.1

(データ：厚生労働省医師・歯科医師・薬剤師調査）

H18 H20区分 H22
15歳未満人口10万対
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（３）周産期医療に必要な病床数

ア NICU病床（新生児集中治療管理室）

NICU とは、Neonatal Intensive Care Unitの略で、新生児特定集中治療室を指します。

早産＊児や低出生体重児、または何らかの疾患のある新生児を集中的に治療する病床であり、国

が定める周産期医療体制整備指針の設備基準を満たし、診療報酬上の新生児特定集中治療室管理

料を算定する病床ですが、低出生体重児の出生数が増加する現状からNICU病床の満床状態が続く

傾向があります。厚生労働省の周産期医療体制整備指針では、NICU病床の必要数を出生１万対25

～30床を目標とするよう定められており、平成22年の県の出生数から必要なNICU病床を換算し

た場合、43～51床必要となります。平成24年4月から岐阜大学医学部附属病院のNICU病床6床

が稼働したことにより、平成24年4月1日現在、県内のNICU病床は48床整備されており、目標

病床数は確保されていますが、地域によって利用率に差があるため、一概に充足しているとはい

えない状況です。今後は各圏域の利用率の状況を見極めながら地域偏在を解消できるように努め

ていきます（表2-5,2-6）。

表2-5 県におけるNICU病床数
厚生労働省が定め

るNICU病床の
必要数

平成22年

県出生数

平成22年出生

数から換算され
る必要病床数

平成24年

4月1日現在
県NICU病床数

出生1万対25～30床 16,887人 43～51床 48

表2-6 県における医療機関別NICU病床数

区分 平成24年4月現在NICU病床数

岐阜県総合医療センター 12

長良医療センター 9
大垣市民病院 12

県立多治見病院 9
高山赤十字病院 (10)

岐阜大学医学部附属病院 6
岐阜市民病院 (8)

合計 48(18)

※岐阜市民病院には診療報酬上の新生児集中治療室管理料が算定できるＮＩＣＵ病床はありませんが、ＮＩＣＵ病
床に準じた高度かつ専門的な新生児医療が提供できる未熟児室があります。このため未熟児室の病床数を括弧

書きで別掲しています。（以下「準NICU病床」といいます）。

※高山赤十字病院には診療報酬上の新生児集中治療室管理料が算定できるＮＩＣＵ病床はありませんが、ＮＩＣＵ

病床に準じた高度かつ専門的な新生児医療が提供できる未熟児センターがあります。このため未熟児センターの
病床数を括弧書きで別掲しています。（以下「準NICU病床」といいます）。



18 

 

イ MFICU*病床（母体・胎児集中治療管理室）

MFICU病床とは、Maternal Fetal Intensive Care Unitの略で、母体胎児集中治療室又は母体

胎児集中治療管理室を指します。重い妊娠高血圧症候群*、前置胎盤*、合併症妊娠、切迫早産*や胎

児異常など、ハイリスク出産の危険度が高い母体・胎児に対応するための設備と医療スタッフを備

えた集中治療室であり、国が定める周産期医療体制整備指針の設備基準を満たし、診療報酬上の「総

合周産期特定集中治療室管理料」を算定する病床です。現在、県では総合周産期母子医療センター

に6床整備していますが、出産年齢の高齢化によりMFICU病床は大変重要な病床となっていること

に鑑みて、今後も現在の6床が維持されるよう病床整備に努めていきます。

ウ GCU*病床（回復期治療室）

GCU病床とは、Growing Care Unitの略で、継続保育室、回復治療室、発育支援室等と呼ばれ

る病床を指します。NICU病床で治療を受け状態が安定してきた児が、引き続き入院する病床であり、

診療報酬の算定にかかわらずNICU病床の後方病床として整備される病床です。NICUから退出する

新生児の医療ケアの充実のためGCU病床は大変重要な病床となっていることに鑑みて、GCU病床の

維持・整備に努めていきます（表2-7）。

表2-7 県における医療機関別GCU病床数

病院名 GCU病床数

岐阜県総合医療センター 28

長良医療センター 16

大垣市民病院 12

県立多治見病院 11

高山赤十字病院 0

岐阜大学医学部附属病院 6

岐阜市民病院 0

合計 73

※総合及び地域周産期

母子医療センター

✤NICU病床

48床

✤GCU病床

73床

平成24年4月現在 県GCU病床数
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２ 周産期医療連携体制の現状とめざす姿

（１）県の連携体制 ～岐阜県周産期医療ネットワーク～

県内の周産期医療体制の目下の課題は、既存の地域周産期医療関係施設が有機的に連携し、地域

偏在をカバーすることです。地域周産期医療関係施設の連携を確実なものとするため、県では、国

の周産期医療体制整備指針に定められる機関として、総合周産期母子医療センターの指定と、地域

周産期母子医療センターの認定を行ったうえで、分娩を取り扱う県内全ての地域周産期医療関係施

設を一次、二次、三次周産期医療機関として機能分担し、共通の救急搬送体制を有する「岐阜県周

産期医療ネットワーク」を構築しています。（図2-1）。

岐阜県周産期医療ネットワークでは、総合周産期母子医療センター（1か所）、地域周産期母子

医療センター（4か所）、県独自に役割を分化させた周産期医療支援病院（2か所）を三次周産期医

療機関として位置付けています。また、それぞれの圏域ごとに中核となる医療機関6か所を二次周

産期医療機関、その他の分娩を取り扱う全ての医療機関（助産所を含む）を一次周産期医療機関に

位置づけ、妊婦の安全・安心な出産を支える体制を整えています。

県では、今後も岐阜県周産期医療ネットワーク体制を維持し、岐阜県周産期医療協議会*において

稼働状況を検証しながら地域周産期医療関係施設の機能等を見直し、母体の救急搬送等に支障をき

たさないよう努めていきます。
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岐阜県の周産期医療体制（安全・安心な周産期医療が提供できる体制）

岐阜県周産期医療協議会

三

次

総合周産期母子医療センター

岐阜県総合医療センター

≪機能≫

①母体・胎児集中治療室及び新生児集中治療
室を備え、母体又は、児のリスクの高い妊娠に
対する医療や高度な新生児医療を提供する

②地域周産期母子医療センター等からの搬送
を受け入れるとともに、周産期医療システムの
中核となる

③周産期医療情報センターとして、地域周産期
母子医療センター等から必要な情報収集を行う
とともに、地域周産期医療関連施設や住民等に
対する情報提供及び相談を行う
④周産期医療関係者研修を実施する

周産期医療支援病院

岐阜大学医学部附属病院

≪機能≫

総合及び地域周産期母子医療セン
ターと協力して、専門的な医療を提
供するとともに医師の教育や派遣を
行う

岐阜市民病院

≪機能≫

総合及び地域周産期母子医療セン
ターと協力して比較的高度な医療を
提供する

地域周産期母子医療センター

岐阜圏域・中濃圏域

長良医療
センター

西濃圏域

大垣
市民病院

東濃圏域

県立
多治見病院

飛騨圏域

高山
赤十字病院

≪機能≫

①産科、新生児診療を担当する小児科を備え、
周産期に係る比較的高度な医療を提供する

②産科に関する開放型病床を保有するなど、地
域周産期医療関連施設と連携する

周産期医療協力病院

岩砂病院・岩砂マタニティ、松波総合病院、中濃厚生病院、木沢記念病院、郡上市民病院、中津川市民病院

≪機能≫ 診療所等での対応が困難と思われるリスクが明らかでない妊婦の急変等に対応し、状況に応じ搬送先医療機関を判断
する

二

次

一

次

かかりつけ医療機関

地域における周産期医療に関する病院、診療所及び助産所

≪機能≫ 健診や通常の分娩を行い、妊婦の健康状態や受診歴などを全体的に管理する

岐阜県保健所周産期医療検討会

図２－１
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（２）岐阜県周産期医療ネットワークにおける各地域周産期医療関係施設の機能とめざす姿

ア 三次周産期医療機関の機能

（ア） 総合周産期母子医療センター

県では、平成20年2月に岐阜県総合医療センターを総合周産期母子医療センターに指定し

ており（表2-8）、今後も総合周産期母子医療センターの機能の充実に努めていきます。

表2-8 岐阜県総合周産期母子医療センター（1か所）

項 目 総合周産期母子医療センターの状況（平成24年4月1日現在）

機 関 名 地方独立行政法人 岐阜県総合医療センター

所 在 地 〒500-8717 岐阜市野一色4-6-1 電話058-246-1111

病床数 平成24年4月1日現在

MFICU病床数 6床

NICU病床数 12床

GCU病床数 28床

産科病床 24床

救急医療施設の種別 第三次救急医療施設

（イ） 地域周産期母子医療センター

県では、平成20年2月に長良医療センター、大垣市民病院、県立多治見病院、高山赤十

字病院の4か所を地域周産期母子医療センターとして認定しており（表2-9）、今後も地域

周産期母子医療センターの機能の充実に向けて努めていきます。

（ウ） その他の三次周産期医療機関（周産期医療支援病院）

県では国の周産期医療体制整備指針に定める総合、地域周産期母子医療センターの他に、

これらの施設の機能を補完し重層的な連携体制を築くため、周産期医療支援病院を定めてい

ます（表2-10）。周産期医療支援病院は、比較的高度な医療の提供を行い、総合周産期母子

医療センターや地域周産期母子医療センターと協力して患者の受入れを行うとともに、研修

医師の教育や派遣を行う機関であり、岐阜大学医学部附属病院及び岐阜市民病院の2か所の

協力を得ています。県では、今後も周産期医療支援病院の確保に努めていきます。

表2-9 地域周産期母子医療センター（4か所）

機 関 名 長良医療センター 大垣市民病院 県立多治見病院 高山赤十字病院

所 在 地 岐阜市長良1300-7 大垣市南頬町4-86 多治見市前畑町5-161 高山市天満町3-11

電 話 058-232-7755 0584-81-3341 0572-22-5311 0577-32-1111

病床数 平成24年4月1日現在 平成24年4月1日現在 平成24年4月1日現在 平成24年4月1日現在

NICU病床数 9 12 9 (10)

GCU病床数 16 12 11 －

産科病床 34 20 24 30

救急医療施設の種別 第二次救急医療施設 第三次救急医療施設 第三次救急医療施設 第三次救急医療施設

※括弧書きの数値は「準NICU病床」を指します。
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イ 二次周産期医療機関の機能分担の状況

岐阜県周産期医療ネットワークでは、周産期医療協力病院として、かかりつけ医のいない未受

診妊婦等リスクが明らかでない妊婦の急変に対応し、状況に応じて三次周産期医療機関へ搬送で

きるよう、消防機関（救急隊）や三次周産期医療機関と連携を図る機関です。現在、岩砂病院・

岩砂マタニティ、松波総合病院、中濃厚生病院、木沢記念病院、郡上市民病院、中津川市民病院

の6か所の協力を得ています（表2-11）。県では、今後も二次周産期医療機関の確保に努めてい

きます。

ウ 一次周産期医療機関

岐阜県周産期医療ネットワークでは、妊婦健康診査や通常の分娩を取り扱い、妊婦の健康状態

や受診歴などを全体的に管理するとともに、妊婦の急変時に速やかに状況を判断し三次周産期医

療機関へ搬送できるよう、消防機関（救急隊）や三次周産期医療機関との連携を図る機関です。

平成24年4月現在、分娩を取り扱う病院3か所、診療所33か所と助産所5か所を一次周産期医

療機関として位置付けています（表2-12）。

表2-10 周産期医療支援病院（2か所）

機 関 名 岐阜大学医学附属病院 岐阜市民病院

所 在 地 岐阜市柳戸1-1 岐阜市鹿島町7-1

電 話 058-230-6000 058-251-1101

病床数 平成24年4月1日現在 平成24年4月1日現在

NICU病床数 6 (8)

GCU病床数 6 －

産科病床 35 23

救急医療施設の種別 第三次救急医療施設 第二次救急医療施設

※括弧書きの数値は「準NICU病床」を指します。

表2-11 二次周産期医療機関（周産期医療協力病院）（６か所）

機 関 名 岩砂病院・岩砂ﾏﾀﾆﾃｨ 松波総合病院 中濃厚生病院 木沢記念病院

所 在 地 岐阜市八代1-7-1 笠松町田代185-1 関市若草通5-1 美濃加茂市古井町下古井590

電 話 058-231-2631 058-388-0111 0575-22-2211 0574-25-2181

周産期診療科 産科・小児科 産婦人科 産婦人科・小児科 産婦人科・小児科

救急医療施設の種別 第二次救急医療施設 第二次救急医療施設 第二次救急医療施設 第二次救急医療施設

機 関 名 郡上市民病院 中津川市民病院

所 在 地 郡上市八幡町島谷1261 中津川市駒場1522-1

電 話 0575-67-1611 0573-66-1251

周産期診療科 産婦人科・小児科 産婦人科・小児科

救急医療施設の種別 第三次救急医療施設 第二次救急医療施設
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表2-12 一次周産期医療機関（41か所） （平成24年4月現在）

圏域 医療機関名 所在地

岐阜

(20か所)

石原産婦人科 岐阜市芥見嵯峨2-145

いずみレディスクリニック 岐阜市菅生6-2-4

おおのレディスクリニック 岐阜市光町1-44

かとうマタニティクリニック 岐阜市芥見長山3-94-2

斉藤産科婦人科医院 岐阜市北八ツ寺町5

高橋産婦人科 岐阜市梅ケ枝町3-41-3

西ぎふ産婦人科医院 岐阜市市橋5-3-9

古田産科婦人科クリニック 岐阜市金町7-3-1

操レディスホスピタル 岐阜市津島町6-19

レディースクリニックまぶち 岐阜市正木町12-10

一色の森ゆりレディスクリニック 岐阜市前一色西町4-1

平野総合病院 岐阜市黒野176-5

永田産婦人科 各務原市那加西野町190

横山産院 各務原市蘇原瑞穂町2-60-1

花林レディースクリニック 羽島市竹鼻町丸の内4-5

いとうレディースケアクリニック 本巣郡北方町北方大牧3195

モアレディースクリニック 本巣郡北方町高屋条里3-90

木澤助産院（助） 岐阜市島原長42

ゆりかご助産院(助) 各務原市蘇原大島町1-49

空助産院（助） 羽島市下中町加賀野井701

西濃

(7か所)

大垣徳洲会病院 大垣市林町6-85-1

クリニックママ 大垣市今宿3-34-1

ハットリレディスクリニック 大垣市大井2-38-3

もりレディースクラブクリニック 大垣市河間町1-13

山口産婦人科 大垣市静里町914

高田医院 安八神戸町大字神戸468

いびレディースクリニック 揖斐郡揖斐川町三輪719-1

中濃

（4か所）

ひろレディスクリニック 関市段下28-2

とまつレディースクリニック 可児市広見2097

ローズベルクリニック 可児市下恵土野林2975-1

こうのとり助産院（助） 美濃市2717番地6

東濃

(6か所)

ケイ・レディースクリニック 多治見市虎渓山町5-30-1

中西ウィメンズクリニック 多治見市大正町1-45

けやきどおりレディースクリニック 多治見市宝町3-98

塚田レディースクリニック 瑞浪市北小田町2-293

菱田レディスクリニック 瑞浪市薬師町1-19-3

林メディカルクリニック 中津川市新町5-6

飛騨

（4か所）

岐阜県立下呂温泉病院 下呂市幸田1162

岩佐ウィメンズクリニック 高山市松ノ木町313-1

アルプスベルクリニック 高山市山田町310

ケア大沼（助） 高山市大新町2-72

※「（助）」：助産所の意
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（３）岐阜県周産期医療ネットワークの現状

ア 岐阜県周産期医療ネットワーク連携体制強化のための対策

（ア） 妊婦救急搬送の現状

ⅰ） 妊婦救急搬送体制 ～ 妊婦救急搬送マニュアル ～

県では、周産期医療ネットワークの整備と併せて、平成20年度に母体の救急搬送が

円滑に行えるよう妊婦救急搬送マニュアルを策定し、地域周産期医療関係施設及び消防関

係機関 （救急隊）と共有しています。

妊婦救急搬送マニュアルは、母体の救急搬送が必要となった際の救急隊の観察等や、三

次、二次、一次の医療機関の役割分担を定めています。母体の救急搬送の際には、しばし

ば搬送先の医療機関の決定が困難な場合がありますが、県では、妊婦救急搬送マニュアル

により救急隊から連絡を受けて診察を行った医師が、必ず責任を持って搬送先医療機関を

調整する役割を担うほか、母体の救急搬送依頼があった際に、やむを得ない理由により母

体の救急搬送の受入れができない三次周産期医療機関が発生した場合でも、当該三次周産

期医療機関は受入先の医療機関が決定するまでを調整する役割を担い、円滑な搬送体制を

支えています。県では、今後もこの体制の維持に努めていきます。

ⅱ）産科外合併症を有する妊婦の救急搬送

県では、妊婦が産科以外の合併症を負っている場合の救急搬送先についても救命救急セ

ンターを有する医療機関等の機能を確認し、妊婦救急搬送マニュアルに掲載し、地域周産

期医療関係施設で共有しています。今後も産科外合併症を有する母体の円滑な救急搬送に

努めていきます。

ⅲ）周産期医療情報システム

県では救急や広域災害が起きた際のために岐阜県救急医療・広域災害情報システム＊

を構築しています。これにより、医療機関、消防機関、救急医療情報センターをつなぎ、

医師の在・不在、手術や入院の可否、各医療機関の診療科目、病床数等の情報を提供して

います。

周産期医療情報システムは、岐阜県救急医療・広域災害情報システムの一部として、医

療機関専用のインターネットサイトを開設し、県下7つの三次周産期医療機関における

妊産婦や新生児の受入情報として母体・胎児集中治療室又は新生児集中治療室の空床数

等の情報を提供しています。平成20年3月からは、消防機関が妊婦の救急搬送先を速や

かに選定できるように二次周産期医療機関の受入情報も提供しています。

今後、岐阜県広域災害・救急情報システムの見直しに合わせ、周産期医療情報システム

の見直しを行っていきます。
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図2-2 妊婦救急搬送体制



26 

 

イ 岐阜県周産期医療ネットワーク連携状況

（ア） 三次周産期医療機関における分娩件数

平成23年厚生労働省人口動態統計から推計する県の分娩数は17,188件（出生数16,851

件、死産数337件）となります。平成23年度の7か所の三次周産期医療機関での分娩件数は

2,942件であり（表2-13）、県の分娩数の17.1%をカバーしています。また、三次周産期医

療機関が取り扱った分娩件数のうち44.3%（1,303件）が帝王切開による分娩でした。

三次周産期医療機関は、常にハイリスクな分娩への対応と、出生した新生児に高度専門的

な医療の提供が行える体制が必要となるため、その体制の確保に努めていきます。

H21 H22 H23 H21 H22 H23 H21 H22 H23 H21 H22 H23
分娩件数 2,842 2,745 2,942 559 552 598 1,879 1,834 1,957 404 359 387
（再掲）帝王切開実施件数 1,326 1,258 1,303 263 261 285 829 806 845 234 191 173
（再掲）早産数（妊娠満２８週未満） 49 48 47 19 16 16 22 32 31 8 0 0

（データ：各年度県委託事業実績報告書）

表2-13 三次周産期医療機関における分娩件数

区分
合計 総合周産期母子医療センター 地域周産期母子医療センター 周産期医療支援病院

（イ） 各機関における出生数

新生児先天性代謝異常等検査*の状況から推計する県の平成23年度の出生数は16,330件で、

同調査から各医療機関における分娩取扱割合を推計すると、一次周産期医療機関で出生する

児が約70%、二次周産期医療機関で出生する児が約12%、三次周産期医療機関で出生する児が

約18%となります（表2-14）。

三次周産期医療機関で出生した児の出生時体重をみると2,500g以上の児が7割以上を占め

るものの、1,000g未満は71人(2.3%)、1,000～1,500g未満74人(2.4%)と約5%を占めます。

今後も、三次周産期医療機関における専門的かつ高度な新生児医療提供体制の確保に努めて

いきます（表2－15）。

表2-14 平成23年度の県における圏域別・出生数割合

区分 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

一次周産期医療機関 70.6 68.2 80.8 70.0 68.5 65.4

二次周産期医療機関 11.7 11.0 - 30.0 14.9 -

三次周産期医療機関 17.7 20.9 19.2 - 16.6 34.6

合計 100 100 100 100 100 100

（データ：県新生児先天性代謝異常検査数から推計）

表2-15 三次周産期医療機関における出生数

実数
割合

(%)

総合周産期母子

医療センター

地域周産期母子

医療センター

周産期医療支援

病院

3,037 100 614 2034 389

1000ｇ未満 71 2.3 21 50 0

1000̃1499ｇ 74 2.4 28 46 0

1500̃1999ｇ 209 6.9 52 143 14

2000̃2499ｇ 547 18.0 104 387 56

2500̃2999ｇ 1,078 35.5 198 723 157

3000g以上 1,058 34.8 211 685 162

区分

出生数

内

訳

内訳

(データ：平成23年度岐阜県委託事業実績報告）

合計
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（ウ） 病床稼働状況

ⅰ）NICU病床

三次周産期医療機関における平成23年度のNICU病床の病床利用率は慢性的に90%台を超

え、治療を必要とする新たな新生児が入院できるゆとりが少ない状態にあると考えられます。

医療機関別では、岐阜県総合医療センターが100％を超え、長良医療センター、大垣市民

病院においても90％を超えています（表2－16）。

今後は、NICU病床の確保はもとより、緊急時に新生児の受入れが可能な体制を維持できる

ようNICU病床の後方病床の確保や、在宅療養への移行を円滑に行える体制の整備に努めてい

きます（表2-17）。

ⅱ）MFICU病床

県では総合周産期母子医療センターである岐阜県総合医療センターにMFICU病床を6床整

備しており、平成23年度の病床利用率は80.5%でした（表2-18）。重い妊娠高血圧症候群、

前置胎盤、合併症妊娠、切迫早産や胎児異常など、ハイリスク出産の危険度が高い母体・胎

児の医療提供体制の整備に努めていきます。

表2-16 三次周産期医療機関における機能別・NICU病床稼働状況

総合周産期

母子医療セ

ンター

地域周産期

母子医療セ

ンター

周産期医療

支援病院

病床数 42(60) 12 30(40) 0 ( 8)

病床利用率*(%) 95.8(83.9) 101.3 93.9(82.1) - (73.6)

平均入院日数* 16.2(14.9) 12 18(17.3) - (8.4)

最大入院日数 156(156) 126 156(156) - ( － )

年間利用実人員 1,040(1446) 360 680(830) - ( 256)

※括弧書きの数値は準NICU病床を含んだ場合の稼働状況です。

周産期医療支援病院の「最大入院日数」は把握できませんでした。

区分

内訳

（データ：平成23年度県委託事業実績報告）

三次周産期

医療機関総

計

表2-17 地域周産期医療センターにおけるNICU病床稼働状況

長良医療セン

ター

大垣市民病

院

県立多治見

病院

高山赤十字

病院

岐阜大学医

学部附属病

院

岐阜市民病

院

病床数 9 12 9 10 - 8

病床利用率(%) 99.5 92.4 89.8 46.8 - 73.6

平均入院日数 13 18 23 15 - 8

最大入院日数 69 156 125 129 -

年間利用実人員 208 231 241 150 - 256

※準ＮＩＣＵ病床含む

※岐阜大学医学部附属病院のＮＩＣＵは24年度より稼働しているため、23年度データはなし。

※岐阜市民病院の最大入院期間は把握できていないため斜線としています。

（データ：平成23年度県委託事業実績報告）

区分

地域周産期母子医療センター

表2-18 三次周産期医療機関におけるMFICU稼働状況

区分 総合母子医療センター

病床数 6

病床利用率(%) 80.5

平均入院日数 4.8

最大入院日数 27

年間利用実人員 364

（データ：平成23年度県委託事業実績報告）
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ⅲ）GCU病床

平成23年度のGCUの病床数は、大垣市民病院が前年度から7床増加し66床となり、病床

利用率は66.1%でした。なお、平成24年4月現在のGCU病床は岐阜大学医学部附属病院の6

床が稼働したことにより、72床へ増床となり、GCU病床での医療が必要な児を常時受入れる

ことが可能な体制となっています。今後も、GCU病床の医療提供体制の維持や、児が円滑に

在宅療養へ移行できるよう支援体制の整備に努めていきます（表2-19）。

ⅳ）産科病床

産科病床は産婦人科領域の医療が必要な方に対する治療を行うための病床であり、MFICU

病床の後方病床としての機能も有します。平成23年度における三次周産期医療機関における

産科病床（医療法上は一般病床に区分されるため、明確な産婦人科病床という区分はありま

せん）は198床、病床利用率は90.3%です（表2-20）。

今後も、円滑な周産期医療の提供の維持に努めていきます。

（エ） 三次医療機関における救急搬送受入れ実績

平成23年度の救急搬送実績を、厚生労働省人口動態統計（概数）から推計される県の分娩件

数17,188件に占める割合でみた場合、分娩前の母体の救急搬送を要したものが506件（2.9%）、

分娩後の母体の救急搬送を要したものが37件（0.2%）、新生児の救急搬送を要したものが357

件（2.1%）でした（表2-21）。

今後も妊婦救急搬送が円滑に行われるよう、岐阜県周産期医療協議会において妊婦救急搬送

マニュアル運用状況の検証を行い、必要に応じて見直しを行っていきます。

表2-19 三次周産期医療機関における機能別・GCU病床稼働状況

総合周産期
母子医療セ

ンター

地域周産期
母子医療セ

ンター

周産期医療
支援病院

病床数 66 28 38 -
病床利用率(%) 66.1 77.0 62.5 -

平均入院日数 18.6 21 17.8 -
最大入院日数 366 366 174 -
年間利用実人員 1,404 368 626 -

区分

内訳

（データ：平成23年度県委託事業実績報告）

三次周産期

医療機関総
計

表2-20 三次周産期医療機関における産科病床稼働状況

総合周産期母子

医療センター

地域周産期母子

医療センター

周産期医療支援

病院

病床数 198 24 113 61

病床利用率(%) 90.3 88.0 93.7 78.8

平均入院日数 11.6 10 13 8.0

最大入院日数 183 116 183 66

年間利用実人員 5,259 807 3,066 1,386

※岐阜市民病院の平成23年度の数値を把握できなかったため、岐阜市民病院を除いた6機関の数値で算出しています。

（データ：平成23年県委託事業実績報告）

区分

三次周産期

医療機関

総 計

内訳



29 

 

ⅰ）母体救急搬送実績

分娩前に母体の救急搬送の依頼があった件数は、平成22年度は352件、平成23年度は584

件でした。これを各年の分娩件数千対でみると平成22年度は21.5、平成23年度は34.0と

増加傾向にあります。

平成 23 年度の受入実績では、総合周産期母子医療センターである岐阜県総合医療センタ

ーでの受入件数が最も多く、全圏域からの受入を行っています。次いで長良医療センター、

県立多治見病院の順でした。

分娩後に母体の救急搬送の依頼があった件数は、平成22年度は45件、平成23年度は43

件でした。これを各年の分娩件数千対でみると平成22年度が2.7、平成23年度が2.5と減

少しています。平成23年度の受入実績では、岐阜大学医学部附属病院での受入れ件数が最も

多く、次いで県立多治見病院、県総合医療センター、大垣市民病院となっています（表2-22）。

※分娩千対の値を算出するために用いた分母は人口動態統計（年集計）を用いています。

ⅱ）新生児の救急搬送実績

県内外からの新生児の救急搬送の依頼があった件数は、平成22年度が314件、平成23年

度が359件でした。これを各年の分娩件数千対でみると、平成22年度が18.5、平成23年度

が20.9となっており、対前年で増加しています。また、複数の三次医療機関で県外からの受

入れにも対応しています。

平成 23 年度の受入実績では、総合周産期母子医療センターである岐阜県総合医療センタ

ーでの受入れ件数が最も多く、次いで県立多治見病院、大垣市民病院の順でした（表2-22）。

※分娩千対の値を算出するために用いた分母は人口動態統計（年集計）を用いています。

表2-22 医療機関別救急搬送実績
総合周産期母子医療センター

岐阜県

総合医療センター

長良

医療センター
大垣市民病院

県立

多治見病院

高山

赤十字病院

岐阜大学医学

部附属病院
岐阜市民病院

新生児搬送 161(21) 13 62 82(11) 35 0 6

分娩前母体搬送 175(9) 142 82 83(28) 9 55 38

分娩後母体搬送 5 0 5 11 1 20 1

※括弧内の数値は受入れできなかった件数

地域周産期母子医療センター

区分

（データ：平成23年度県委託事業実績報告）

表2-21 平成23年県の救急搬送実績

実数

県の分娩件数

に占める割合

(%)

三次周産期医療機関

の分娩件数に占める

割合(%)

17188 － －

三次周産期医療機関における分娩件数 3037 17.7 100.0

母体(分娩前） 584 3.4 19.2

母体（分娩後） 43 0.3 1.4

新生児 359 2.1 11.8

区分

分娩件数

救急搬送

依頼件数

（データ：平成23年度県委託事業実績）
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表2-24 三次周産期医療機関におけるドクターカー稼働回数

総合周産期母

子医療センター

岐阜県

総合医療セン

ター

長良

医療センター

大垣市民病

院

県立

多治見病院

高山

赤十字病院

岐阜大学医

学部附属病

院

岐阜市民病

院

新生児（迎） 277 144 3 61 69 0 0 0

新生児（送） 64 17 13 13 21 0 0 0

母体（迎） 0 0 0 0 0 0 0 0

母体（送） 24 0 15 5 0 4 0 0

（迎）：三次周産期医療機関が保有するドクタ－カーで、他の医療機関から自院へ搬送すべき患者を迎えに行った出迎え搬送の件数

（送）：三次周産期医療機関が保有するドクターカーで、他の医療機関へ搬送した件数

※周産期医療支援病院はドクターカーが配置されていません。

地域周産期母子医療センター

区分 合計

（データ：平成23年度県委託事業実績報告）

ⅲ） 三次周産期医療機関から他の医療機関へ搬送した実績

平成23年度に三次周産期医療機関が他の医療機関へ搬送した件数は、新生児搬送が66

件、分娩前母体搬送が55件、分娩後母体搬送が12件でした（表2-23）。

搬送の理由は、妊産婦及び児の治療が終了した後に一次周産期医療機関へ搬送する場合

や、県外から受け入れた患者が居住県の医療機関へ戻る場合等の搬送でした。

（オ） 三次周産期医療機関におけるドクターカーの（救急車含む）稼働回数

平成23年度に三次周産期医療機関のドクターカーが稼働した回数は、新生児の出迎え搬送※277

件、新生児の送り搬送64件、母体出迎え搬送0件、母体送り搬送24件と、新生児の出迎え搬送

を目的とした稼働が最も多くみられました（表2－24）。

（カ） 三次周産期医療機関におけるドクターヘリ及び県防災ヘリの出動回数

三次周産期医療機関における平成23年度の母体の救急搬送の際に、ドクターヘリを活用したの

は8件で、県防災ヘリを活用した案件は1件でした。

また、新生児の救急搬送の際に、ドクターヘリを活用したのは1件で、県防災ヘリを活用した

のも1件でした。（表2－25）

今後も、ドクターヘリ及び県防災ヘリを活用した救急医療体制の充実・強化を図ってまいりま

す。

（キ） 医療機関に受入れの照会を行った回数ごとの件数

平成23年の産科・周産期傷病者搬送623件のうち転院搬送441件を除く182件の照会搬送件数

について、受入れ照会を行った回数ごとの件数は、1回の照会での受入れが160件で全体の87.9%

を占めています。また、2回での搬送18件と併せると97.8%となり、少ない照会回数で受入れが

表2-23 三次周産期医療機関から他の医療機関へ搬送した実績
総合周産期

母子医療センター

岐阜県総合

医療センター

長良

医療センター
大垣市民病院

県立

多治見病院

高山

赤十字病院

岐阜大学医学

部附属病院
岐阜市民病院

新生児搬送 66 17 8 11 21 7 0 2

分娩前母体搬送 55 6 30 0 6 8 4 1

分娩後母体搬送 12 2 0 10 0 0 0 0

地域周産期母子医療センター

区分

(データ：平成23年度県委託事業実績報告）

合計

表2-25 三次周産期医療機関における防災ヘリ及びドクターヘリの出動回数

平成23年4月1日～平成24年3月31日

母体 8件

新生児 1件

母体 1件

新生児 1件

（データ：県調べ）

搬送件数

ドクヘリ

防災ヘリ
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可能となっています。ただし、3回以上の照会での受入れが平成22年は5件、平成23年は4件

あり、照会回数が多数になる案件もあるため、今後も、より迅速に搬送先が確保できるよう、周

産期医療ネットワークを活用し体制の整備に努めてまいります（表2－26）。

表2-26

平成22年 平成23年

産科・周産期傷病者搬送人員 658（うち転院搬送 418） 623（うち転院搬送 441）

医療機関に

受入れの照

会を行った

回数ごとの

件数

照会搬送件数 240件 182回

照会回数 1回 2回 3回 4回 1回 2回 3回 4回

重症以上 15 1 5 3

中等症 115 15 83 8 2

軽症その他 73 16 4 1 72 7 2

計 203 32 4 1 160 18 4

（データ：岐阜県保健医療課調）
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３ NICU病床等入院児の在宅等への移行の支援

NICU病床の利用率については90%台が恒常的に続いていますが、その背景には低出生体重児の増加

とNICU病床やGCU病床に入院する乳児の在宅療養への移行が容易ではないことが考えられます。県で

は、三次周産期医療機関において入院期間が6か月以上にわたる児を長期入院児として把握していま

すが、その数は月平均で平成22年度が5.4人、平成23年度が3.8人となっています。また、NICU病

床及びGCU病床数に占める病床利用の割合は平成22年度5.19%、平成23年度3.65％となります（表

2-27）。

長期入院児等気管切開※等による呼吸管理や人工呼吸管理、人工栄養等の常時医療的ケアを必要とす

る児が在宅療養へ移行する際には、養育者が家庭看護のための医療ケアについて学習したり、地域の

保健・福祉関係機関の支援サービス等を活用して在宅療養のためのケアプランを策定する等の準備が

必要となります。更に、順調に在宅療養へ移行することができた場合においても、定期的な医学管理

や養育者の家庭看護技術の点検と労力の一時的な支援が必要となります。県ではこのような背景を考

慮して、乳児と養育者が安心して在宅療養を送ることができるよう、福祉関係機関及び子育て支援団

体等と協力し、体制づくりを推進していきます。

（１） 保健所による未熟児等支援が必要な児と養育者への支援

県では、岐阜県母と子の健康サポート支援事業により、何らかのサポートが必要な母児につい

て、かかりつけの医療機関から退院連絡票（保護者の同意に基づく連絡）を受理し、訪問による

育児相談等を行っています。平成23年度は653件の退院連絡票を受理し、妊産婦104件、乳児

426件の家庭訪問支援を行いました（表2-28）。

また、平成23年度、三次周産期医療機関のNICU病床を退院した約２割の児またはその母親に

対し支援が必要であったことが分かります。

平成25年度より母子保健法第19条による未熟児訪問指導が市町村に移譲されます。未熟児に

ついては、市町村が主体となり支援を行っていきますが、必要に応じ県も支援を行います。

また、長期療養児等障害児の支援は、市町村との連携のもと、県が行っていきます。引き続き、

地域の医療機関と行政の連携強化に努めていきます。

表2-28 岐阜県母と子の健康サポート支援事業実施状況

合計 妊婦 産婦 児
（再掲）
3次からの
児の連絡
合計 妊婦 産婦 児

（再掲）
3次からの
児の連絡
分

平成23年度 2,819 653 8 115 530 505 530 4 100 426 417

（データ：平成23年度保健所実績報告）
※児について三次周産期医療機関から受理した連絡票の中には小児病棟入院児の連絡も含まれます。

三次
周産期医療機関
NICU入院実人員

区分

医療機関からの退院連絡票受理件 家庭訪問件数（実人数）

表2-27 三次周産期医療機関における長期入院児の数

年次
三次周産期医療機関
NICU及びGCU病床長期

入院児数（毎年度3月末）

NICU及びGCU病床に占め

る長期入院児の割合

H22 ４（月平均：5.4人） 5.19%

H23 6（月平均：3.8人） 3.65%

(データ：平成22、23年度県委託事業実績報告）
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（２） 在宅療養へ移行する場合の施設内支援（地域療育支援施設運営・設備整備事業）

NICU病床やGCU病床に長期入院している又は同等の病状を有する医療的ケアの必要な小児（以

下「NICU等長期入院児」という。）について、円滑に在宅療養等へ移行し、家族がともに生活し

ていく上で必要な知識・技術を取得するための中間施設として、地域療育支援施設を設置するこ

とにより、NICU病床等の満床状態の解消を図るとともに、在宅療養等への円滑な移行を促進しま

す。（平成24年度より実施）

（３） NICUを退院した児の療育環境の整備

岐阜県立希望が丘学園の再整備により、重症心身障がい児の入所や在宅支援機能を強化します。

また、総合周産期母子医療センターが開設されている地方独立行政法人岐阜県総合医療センター

に、他の医療機関や施設での受入れや、在宅での生活が困難な重症心身障がい児のための病棟を

新たに整備します。

（４） 在宅療養を送る児の養育者の労力支援（日中一時支援事業）

在宅等に移行したNICU等長期入院児を保護者の要請に応じて一時的に受入れ、保護者の労力の

一時的支援を行うことで、在宅療養等への移行を促進し、NICU病床等の満床状態の解消を図るた

め、日中一時支援事業を実施していきます。（平成23年度より実施）
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４ 周産期医療体制の検証

（１）岐阜県周産期医療協議会

県では周産期医療ネットワークの機能を維持し円滑な連携体制を保つため、運用上で発生した課

題の集積と解決方法を検討し、結果を関係機関で共有しています（表2-29）。今後も、定期的に

県の母子保健指標の動向や、周産期医療体制の整備状況を評価する機関として周産期医療協議会を

位置づけ、周産期医療体制の質の維持及び充実に努めていきます。
表2－29 岐阜県周産期医療協議会検討事項の変遷

日 時 名 称 協議内容

平成12年2月28日

周産期医療検討委員会

（周産期医療協議会の前身）

○総合・地域周産期母子医療センターについて

○施設間の連携について

平成12年11月7日

○周産期医療情報システムについて

○岐阜県における周産期医療情報システムについて

（岐阜県救急医療システム 周産期医療応需照会）

平成14年3月15日
○各地域における周産期医療の現状と課題

○周産期医療情報システムについて

平成15年3月18日

○岐阜県における周産期医療体制の現状（仮称岐阜県総合医療センターについ

て）

○岐阜県不妊相談センターについて

平成16年3月23日

○仮称岐阜県総合医療センターについて

○岐阜県における周産期医療体制の現状について

○特定不妊治療費助成事業について

平成19年2月10日
○総合・地域周産期母子医療センターの指定について

○産科の集約化・重点化について

平成19年7月24日
○総合・地域周産期母子医療センターの整備に係る各施設の現状と課題

○周産期応需情報システムについて

平成19年9月25日

周産期医療協議会

（平成19年6月25日設置）

○総合周産期母子医療センターの指定及び周産期医療体制の構築について

○妊婦の救急搬送体制について

○産科医師・医療に係る環境改善について

○診療所と病院の新たな連携について

平成19年11月12日

○総合・地域周産期母子医療センター等の指定と認定について

○妊婦の救急搬送マニュアルについて

○周産期医療情報システムについて

平成20年1月21日

○総合・地域周産期母子医療センターの指定と認定について

○妊婦救急搬送マニュアルについて

○周産期医療情報システムについて

平成20年7月8日
○周産期医療ネットワーク体制の運営状況について

○三次周産期医療ネットワーク体制の運営状況について

平成21年2月24日
○周産期医療ネットワーク体制の運営状況について

○平成20年度周産期医療対策事業について

平成21年9月3日

○周産期医療ネットワーク体制の運営状況について

○周産期医療体制整備指針の改正について

○平成21年度周産期医療対策事業について

平成22年2月26日

報告 ○周産期医療ネットワーク体制について

○平成22年度岐阜県周産期医療対策事業について

協議 ○岐阜県周産期医療体制整備計画の策定について

○岐阜県周産期医療体制と妊婦救急搬送マニュアルについて

○三次周産期医療ネットワーク事業実施報告について

平成23年8月11日

報告 〇平成22年度周産期医療ネットワーク体制について

〇県周産期医療対策事業 平成22年度実績、23年度計画について

〇岐阜県の母子保健統計について

〇妊婦搬送救急マニュアルの改訂について

〇災害時の妊産婦の受入について

平成24年9月1日

報告 〇平成23年度周産期医療ネットワーク体制について

〇県周産期医療対策事業 平成23年度実績、24年度計画について

〇岐阜県の母子保健統計について

情報提供

〇岐阜大学医学部附属病院におけるＮＩＣＵ稼働状況について

議題 〇周産期医療機関からのアンケート結果等を踏まえた課題等について

その他〇保健医療計画と各計画の位置づけについて
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平成25年2月7日

報告 〇総合及び地域周産期母子医療センター運用状況について

議題 〇岐阜県周産期医療体制整備計画の改定について

〇周産期医療機関ネットワーク事業の報告様式変更について

〇周産期医療情報システムの活用について

（２）保健所母子保健推進協議会

保健所母子保健推進協議会は、各圏域において有識者や市町村母子保健担当者等で組織する会議

であり、地域における母子保健対策の検討と、効果的な実施について協議しています。平成21年度

からは、当該協議会に岐阜県保健所周産期医療検討会を吸収し、圏域のおける総合的な母子保健対

策の検討を行う機関として位置づけています。今後も圏域ごとの母子保健対策の課題を協議し、関

係機関が連携する場として維持し、母子保健対策の質の向上に努めていきます。
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５ 周産期医療従事者の資質向上対策

県では、平成20年度から総合周産期母子医療センターと協力し、地域周産期医療関連施設等の医

師、助産師、看護師等に対し、周産期医療に必要な専門的、基本的知識、技術を習得できる研修会を

行っています。新生児仮死による死亡や、重篤な障害を回避するための技術講習として、新生児蘇生

法の講習会を平成22年度には7回、平成23、24年度にはそれぞれ5回実施しており（表2-30）、今

後も新生児蘇生法インストラクターの養成や、周産期医療に従事するスタッフに必要な知識・技術の

普及に係る研修機会を系統的に実施できるよう努めていきます（図2-3）。

表2-30 新生児蘇生法講習会の実施状況

日時 場所 受講者 日時 場所 受講者

平成22年6月20日 県総合医療センター
31名（医師5 助産師
14 看護師12）

平成22年7月25日 県総合医療センター
30名（助産師20 看護
師9 その他1）

平成22年9月4日 県総合医療センター
31名（医師5 助産師
12 看護師14）

平成22年10月17日 高山赤十字病院
9名（医師1 助産師6
看護師2）

平成22年11月14日 県立多治見病院
19名（助産師7 看護
師12）

平成22年12月12日 大垣市民病院
19名（医師1 助産師8
看護師8 その他2）

平成23年6月12日 県総合医療センター
31名（医師5 助産師
13 看護師8 救急救
命士6)

平成23年7月24日 大垣市民病院
16名（助産師13 看護
師7 救急救命士3）

平成23年10月16日 県立多治見病院
16名(医師2 助産師8
看護師4 救急救命士
2）

平成23年11月20日 県総合医療センター
32名（医師13 助産師
9 看護師10）

平成24年6月10日 県総合医療センター
32名（医師7 助産師9
看護師12 救急救命
士4）

平成24年7月22日 県立多治見病院
15名（医師3 助産師3
看護師6 救急救命士
3）

平成24年10月24日 大垣市民病院
16名（医師4 助産師4
看護師6 救急救命士
2）

平成24年11月18日 県総合医療センター
31名（医師3 助産師
10 看護師14 救急救
命士4）

32名（医師1 助産師
10 看護師8 救急救
命士7 その他6）

目 的

実施主体

予知できない出生時の異常に速やかに対応し、新生児の仮死による死亡や重篤な障害を回避するため、周産期医療従事者が国際蘇生連絡委員会
（ILCOR）のConsensus2010を基に作成された「Consensus2010日本版救急蘇生ガイドライン」による新生児蘇生法技術の習得を県内で普及すること
を目的とする

岐阜県

対象者

専門コース（Ａコース）

三次周産期医療機関、二次周産期医療機関、地域で産科医療を担う病院、診療所、助産所等の医師、助産師、看護師、母体搬送にかかわる救命
救急士等

インストラ
クター養
成研修受
講者数

3名

6名

平
成
24
年
度

開
催
回
数

3名

専門コース（Ｂコース）

平
成
22
年
度

平成23年9月25日 県総合医療センター
30名（医師2 助産師
15 看護師8 救急救
命士5）

県総合医療センター

平成23年1月16日 県総合医療センター
30名（医師4 助産師
15 看護師10 その他
1）

平
成
23
年
度

区分

平成24年9月30日
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●岐阜県周産期医療関係者研修計画

基礎編 専門編
達成目標

産科医療

新生児医療

母子保健

（１）岐阜県の周産期の動向を理解する。
（２）岐阜県周産期医療ネットワークを理解する。

（３）周産期医療に必要な基礎的な知識や技術を習
得する。

各専門分野における高度な判断力と技術を習
得する。

（１）胎児及び母体状況の適切な把握と迅速な対応
（２）産科ショックとその対応
（３）妊産婦死亡とその防止対策
（４）帝王切開の問題点
（５）産科看護に関する最新情報

（１）ハイリスク新生児の医療提供体制
（２）新生児搬送の適応
（３）ハイリスク新生児の迅速な判断
（４）新生児管理の実際
（５）退院後のフォローアップ
（６）NICU看護に関する最新の情報

（１）妊娠等に関する相談応需技術
（２）妊婦健康診査と保健指導技術
（３）低出生体重児の成長とその支援
（４）母子保健の中の周産期に関する最新の情報

初めて周産期医療に従事した者等
（全ての周産期医療機関、行政）

周産期医療に２年以上従事する者
（一次、二次周産期医療機関、行政）

研修内容

三周産期母子医
療センターの従
事者を中央研修
へ派遣し伝達講
習会を開催

三周産期母子医
療センターの従
事者を中央研修
へ派遣し伝達講
習会を開催

（１）岐阜県の母子保健統計（周産期の動向中心）
について
（２）岐阜県の周産期医療体制について
（３）妊婦救急搬送マニュアルについて
（４）救急患者の緊急度の判断について
（５）新生児蘇生法（産科/新生児科）

※専門領域を超えて県内周産期医療関係機関及
び母子保健従事者が共通認識するべき事項

安心かつ安全な妊娠・出産・育児をサポートするため岐阜県周産期医療ネット
ワーク及び周産期医療行政従事者の資質向上を図ることを目的として研修事
業を開催

図2-3 岐阜県周産期医療関係者研修計画
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６ 周産期医療体制充実のための母子保健対策との連動

周産期医療体制の課題が注目される中、依然としてお産の安全神話※は根強く、健全な母体づくりや

日常生活行動の見直しよりも、医療体制への期待が大きくなっています。しかし、万全な医療体制を

構築しても、ハイリスクな妊娠、出産の予防対策を同時に進行していかなければ、周産期医療の課題

の解消にはつながりません。このため、県では、23年度より思春期から更年期までの生涯を通じた女

性の健康支援を目的として、女性健康支援センターを設置しました。思春期にある子どもたちが自身

の身体を正しく理解し管理するための健康教育等を実施し知識の普及啓発に努めています。そして妊

娠した場合に、早期に気付き、適切な時期に妊婦健康診査が受診できるよう引き続き体制づくりに努

めていきます。

（１） 将来の安全な妊娠・出産に向けての思春期保健対策の充実

思春期保健対策の課題は、人工妊娠中絶や性感染症、薬物乱用の増加等の問題や心身症、不登

校、引きこもりなど心の問題も深刻化し社会問題化しています。これらの課題のうち、母子保健

対策においては、将来の安全な妊娠・出産のために重要な健康課題に着目し、子どもたちの健全

な父性・母性の育成、安全な妊娠に必要となる健康な体づくり、生（＝性）に関する自らの行動

を考え決定できる人づくりを目指した対策の推進に努めていきます。

（２） 生涯を通じた女性の健康支援（妊娠等女性の健康に関する相談体制の整備）

女性は、妊娠機能を有する等特異な身体的特徴による様々な健康上の悩みを抱えます。特に妊

娠による体調の変化は大きく、思いがけない妊娠をした場合には、誰にも相談することができず

不安なまま分娩を迎えてしまうこともあります。母子保健事業報告年報によると、平成23年度に

分娩後の妊娠届出を受理した件数は14件ありました。妊婦健康診査が未受診である妊婦は健康状

態が分からないまま分娩を迎えるため、分娩の受入れが可能な医療機関が極端に限定されること

や、母子ともに大変危険な分娩経過を辿ることもありえます。

このような状態となる背景には、思いがけない妊娠で悩むうちに分娩時期を迎えてしまう場合

や、経済的な問題により医療機関を受診することができなかったケースが見受けられます。

県では、そのような妊娠・出産等に悩む女性が、悩みを一人で抱えることがないよう、平成23

年度より県内7保健所に女性健康支援センターを開設し、女性特有の悩みを抱える方への相談に

対応しています。女性健康支援センターで対応する職員等を対象に、資質向上のための研修会の

開催や、関係機関との連携会議の場を設け、地域での連携の強化にも努めていきます。

（３） 適切な時期における母子健康手帳交付

国が定める国民運動「健やか親子21※」では、妊娠11週までに妊娠届けを行うことを推奨して

います。平成22年度の県の妊娠週数別妊娠届出数のうち、妊娠満11週以内に届出されたものは

87.7%でした。（表2-31）。

妊娠初期は女性の体に様々な変調をきたすため、出産までの適切な健康管理が欠かせません。

このため、妊娠に気がついたら、早めに母子健康手帳の交付を受け、妊婦が自ら母子健康手帳を

活用した妊娠状態の適切な把握に務めることが大切です。母子健康手帳の交付は市町村窓口で行
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っており、市町村独自に早期妊娠届けの勧奨に係る対策が実施されているところです。県におい

ても、リーフレットを活用した普及啓発、県ホームページでの関連情報の掲載、保健所ごとの普

及啓発事業に努めていきます。

（４） 妊婦健康診査

妊婦健康診査は、妊娠から出産まで母体と胎児の健康状態を管理し、単に病気の有無を健診す

るのみではなく、医師、助産師等に妊娠、出産、育児に関する不安を相談し、安心して妊娠期間

中を過ごすための大切な機会となります。厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知「妊

婦健康診査の実施について」（平成21年2月27日付雇児母発第0227001号）によれば、妊娠中

に必要な健診回数は14回程度とされ、妊娠初期から妊娠満23週までは4週間に1回、妊娠満24

週から35週までは2週間に1回、妊娠満36週以降は1週間に1回の頻度で健診を受けることが

基本的なスケジュールとされています。最近では、妊婦の高年齢化を考慮した健診内容の充実や、

経済的な理由により健診が受けられない方がないように健診体制を充実させている市町村がほと

んどです。県でも、各市町村において、妊婦一人当たり14回の妊婦健康診査費公費負担が円滑に

行えるよう努めています（表2-32）。

（データ：厚生労働省調査）

表2-31 県妊娠週数別妊娠届出件数

H20 14,745 11,230 3,251 162 86 - 16 76.2 23.1 0.6 - 0.1
H21 14,147 11,562 2,332 135 99 - 19 81.7 16.5 1 - 0.1
H22 14,497 12,713 1,551 116 66 14 37 87.7 11.5 0.5 0.1 0.3

分娩後 分娩後

妊娠届出

数

妊娠届けを行った妊娠週数（件） 妊娠週数別割合（％）

満12~19
週

満20~27
週

不詳
満12~27
週

不詳
満11週
以内

満28週
以降

満11週
以内

満28週
以降

表2-32 妊婦健康診査公費負担状況

全 国 県 全 国 県

平成20年度 5.5回 5.4回 － 35,696円
平成21年度 13.96回 14回 85,795円 78,707円
平成22年度 14.04回 14回 90,948円 102,757円
平成23年度 14.01回 14回 94,581円 108,145円

区 分
公費負担回数市町村平均

妊婦一人当たりの公費負

担額（市町村平均）
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（５） 先天性代謝異常検査事業の実施

先天性代謝異常等は、異常に気づかず放置すると、知的障害や乳幼児突然死等を引き起こす可

能性があります。新生児の段階でマス・スクリーニング検査を実施することで、異常の早期発見、

早期治療につなげることができるため、障害等の発現の防止を図ることを目的に、先天性代謝異

常等検査事業を実施しています。

先天性代謝異常等のスクリーニング方法については、国の研究事業により「タンデムマス法」

という新しい検査技術の有効性が確認されたため、1回の検査で20種類以上の病気の検査が可能

となりました。岐阜県においても平成24年度よりタンデムマス法を導入し、従来の6疾患より

19疾患に拡充し事業を進めています。

また岐阜県先天性代謝異常等診療コンサルテーションネットワークを構築し、患児のフォロー

体制の充実を図るとともに、検討会を立ち上げ事業体制の精度について検証していきます。

（６） 新生児聴覚検査支援事業の実施

子どもの成長発達に大切な「聞こえ」の状況を新生児期から確かめ、できるだけ早い段階で適

切な支援に繋げることができるよう、新生児聴覚検査支援事業を実施しています。本事業は、検

査の精度管理、支援・療育体制等のネットワーク整備及び聴覚検査等に関する普及啓発を目的と

しています。

引き続き、検査体制の維持につとめるとともに、市町村での母子健康手帳交付時等において妊

娠期から、言葉の発達には耳の聞こえが大切であること及び聴覚検査の重要性を説明し普及啓発

を行っていきます。

（７） 子どもの心の問題に対応するためのネットワーク事業の実施

不登校・いじめ・発達障害等による二次的な情緒不安等多様化する子どもの心の健康問題に対

応するため、地域における「子どもの心」の健康に関する専門家の養成を促進し、これを中核と

した子どもの心の健康にかかる診療・支援体制の整備を図ることを目的に、平成23年度より事業

を開始しました。

県内の小児科・精神科医師等を中心に、平成24～25年度の2年間にわたり専門研修への派

遣を行うとともに、検討会を開催し、県内でのネットワーク体制の在り方について今後検討して

いきます。

７ 県民への普及啓発

県では、県民の皆様に周産期医療の現状を理解していただくため、県のホームページに岐阜県周産

期医療ネットワーク体制の紹介等を掲載しています。引き続き周産期医療体制について御理解いただ

くためホームページ等を活用しながら県民の皆様への情報提供に努めていきます。
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五十音 用 語 解 説

い 移動平均 時系列・系列データを平滑化する統計手法をいう。

医師育成・確保コン

ソーシアム

医師の県内定着と育成及び地域医療の確保を目的に、岐阜大学医学部、同附属病院と研

修医が多く集まる病院が中心となりコンソーシアムを組織。（H22.9.6設立）
初期臨床研修医の教育研修、後期研修医等のキャリアアップ及び医師派遣、岐阜大学

医学部地域枠の卒業生の受け皿を主な機能とする。

医療施設調査 国の医療施設（医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に定める病院・診療所）の分布及び

整備の実態を明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把握し、医療行政の基礎資

料を得ることを目的とした調査。調査頻度は、医療施設静態調査が３年に１回（10 月 1

日現在）、医療施設動態調査が毎月（10 月 1日から１年間）である。

え NICU※ Neonatal intensive care unitの略。新生児の救急・特殊・集中して治療を行う病棟あ
るいは部門であり、保育器、人工呼吸器等を備え、24時間体制で集中的に新生児の治
療を行う部門。

MFICU Maternal fetal intensive care unitの略。母体胎児集中治療室や母体胎児集中治療管理
室を指します。重い妊娠高血圧症候群、前置胎盤、合併症妊娠、切迫早産や胎児異常等

ハイリスク出産の危険が高い母体・胎児を治療するための部門。

お お産の安全神話 戦後まもない日本の周産期死亡率は高く、その後産科医師たちの努力などにより、死亡

する赤ちゃんは激減し、現在日本の周産期死亡率は大変低く、世界に誇る高水準といえ

る。しかし、周産期医療水準の改善は、同時に「無事に生まれて当たり前」という産む

人側の「安全神話」をもたらしていった。元来お産は決して安全なものではなく、リス

クを早期に発見するため妊婦健康診査を定期的に受診する等、妊娠中の適切な健康管理

が重要であることを普及啓発していくことが重要となっている。

き 気管切開（術） 前頸部で気管軟骨を切開し気管を開口すること。

岐阜県広域災害・救

急情報システム

岐阜県が提供する医療情報の検索サイト。救急、夜間・休日に受診できる病院・診療所・

歯科診療所などを地域で検索できる。

システムサイトの URL http://www.qq.pref.gifu.lg.jp/qqscripts/qq/qq21.asp 
岐阜県周産期医療協

議会

妊娠、出産から新生児に至るまでの一貫した高度専門的な医療や保健を提供し、安心し

て子どもを産み育てられる環境づくりを推進することを目的として、平成 19年 6月 25
日岐阜県周産期医療協議会設置要綱に基づき設置した協議会。学識経験者、保健・医療・

福祉、NPO法人等関係機関の代表者でメンバーを構成し、岐阜県の周産期医療体制に
ついて協議する機関である。

岐阜県母と子の健康

サポート支援事業

障害や疾病を持って生まれた児やその保護者及び体調等が不安定な妊産婦を対象とし

た母子保健事業。事業は 3種類あり、家庭訪問等による保健指導や、関係機関による連
携強化会議、子ども健康教室事業を実施している。低出生体重児の支援はこの事業の中

で実施している。

岐阜県保健医療計画 高度化、多様化する県民の保健医療ニーズ対して、地域の体系的な医療提供体制の整備

を促進し、医療資源の効率的活用、医療関係施設相互の機能の連携の確保により、保健

医療共有体制を確保するために策定された計画。

計画の詳細を公開したサイトの URL 
http://www.pref.gifu.lg.jp/kenko-fukushi/kenko-iryo/iryo/keikaku-iryo/med5.html

け 圏域 岐阜県保健医療計画により県民が等しく医療サービスを受けることができる医療提供

体制を確立するため、一次、二次、三次医療圏が設定されている。圏域とは二次医療圏

を指し、岐阜、西濃、中濃、東濃、飛騨の５圏域に分けられている。

Ⅳ 用語解説及び各種統計数値計算方法
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こ 合計特殊出生率 （母の年齢別出生数／年齢別女性人口）の 15～49歳までの合計
し 死産 妊娠満 12週以後の死児の出産のこと。死児とは出産後において心臓拍動、随意筋の運

動及び呼吸のいずれも認めないものをいう。自然死産と人工死産がある。

死産率 1年間の死産数／1年間の出産数（出生数＋妊娠満 22週以後の死産数）×1000 
GCU Growing care unitの略。NICUの後方病床であり、急性期を脱した児、又は入院時よ

り中等症であって NICUにおける集中治療までは必要としない場合の児を治療する部
門。 

自然死産 妊娠満 12週以後の死児の出産のうち、人為的ではなく、自然に妊娠が中絶したものを
いう。人工死産以外のもの。

周産期※ 妊娠満 22以降から新生児の生後 7日未満までの期間
周産期死亡 妊娠満 22週以降の死産と、生後 7日未満の早期新生児死亡を合わせて周産期死亡とい

う。 
周産期死亡率 【計算式】

1年間の周産期死亡数（妊娠満 22週以降の死産＋早期新生児死亡）／1年間の出産数（出
生数＋妊娠満 22週以降の死産数）×1000 

周産期母子医療セン

ター

産科及び小児科（新生児科）が一貫した高度な周産期医療を提供する施設。産科診療部

門では緊急帝王切開等ハイリスク妊婦の出産に迅速に対応できる体制、小児科（新生児

科）では NICU等を備え、専門的かつ高度な新生児医療の提供体制を備えている。
総合周産期母子医療センターと地域周産期母子医療センターに分類され、施設基準に照

らし合わせて知事が指定又は認定する施設。

周産期医療情報シス

テム

岐阜県広域災害救急医療情報システムの一部としてインターネット上に開設するシス

テム。県内の三次周産期医療機関における妊産婦・新生児の受入れ情報を毎日更新しな

がら掲載するものであり、周産期医療情報システムの閲覧権限は地域周産期医療関係施

設及び消防機関に限定される。

システムのインターネットサイト URL 
http://www.qq.pref.gifu.lg.jp/qqscripts/qq/qq21.asp 

出生率 【計算式】

（1年間の出生数／日本人口）×1000 
人工死産 胎児の母胎内生存が確実であるときに、人工的処置（胎児又は付属物に対する処置及び

陣痛促進剤の使用）を加えたことにより死産に至った場合をいい、それ以外は全て自然

死産とする。人工的な処置を加えた場合でも、①胎児を出生させることを目的とした場

合や母体内の胎児が生死不明か死亡している場合は自然死産となる。

新生児※ 子宮内から子宮外生活へ移行するために必要な生理的適応が行われる時期にある乳児

であり、国際衛生統計では出生後 28日未満の児としている。
新生児先天性代謝異

常等検査

フェニールケトン尿症、メープルシロップ尿症、ホモシスチン尿症、ガラクトース血症、

先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症の 6疾患を対象に行う新生児のスクリー
ニング検査。新生児の足底から採血し、血液をろ紙に含ませたものを検体として用いる。

人口動態統計 厚生労働省が毎年行う統計であり、一定期間に起こる人口の変化に影響する事柄の指標

として、出生数，死亡数，婚姻数，離婚数，死産数等を集計したもの。

す 健やか親子２１ 母子保健は生涯を通じた健康の出発点であり、 次世代を健やかに育てるための基盤と

なるものであることから、21世紀の母子保健の主要な取組を提示し、みんなで推進す
る国民運動計画として「健やか親子２１」が定められた。

※厚生労働省公式ホームページ

http://rhino.med.yamanashi.ac.jp/sukoyaka/abstract.html 
せ 切迫早産 妊娠満 22週以降 37週未満の時期に規則的な子宮収縮と頸管熟化がみられ、早産の危険
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せ

が高い状態。原因の大半が絨毛膜羊膜炎である。

前置胎盤 胎盤の一部又は大部分が子宮下部に付着し、内子宮口に及ぶものをいう。多産婦ほど多

い。 
そ 早期新生児※ 生後 7日未満の新生児をいう。

早期新生児死亡※ 生後 7日未満の新生児死亡をいう。
早期新生児死亡率 【計算式】

1年間の早期新生児死亡数／1年間の出生数×1000 
早産※ 妊娠期間が最終月経の第 1日から起算して満 22週から満 37週未満の分娩をいう。原

因となる疾患は多岐にわたり、前期破水、常位胎盤早期剥離、頸管無力症、妊娠高血圧

症候群、多胎、前置胎盤等が主なものである。

総合周産期特定集中

治療室管理料

総合周産期特定集中治療室管理料（１母体・胎児集中治療室管理料 ２新生児集中治療

室管理料）は，出産前後の母体及び胎児並びに新生児の一貫した管理を行うため，都道

府県知事が適当であると認めた病院であって，別に厚生労働大臣が定める施設基準に適

合していると地方厚生局長等に届出を行った病院である保険医療機関に限って算定で

きる。

ち 超低出生体重児 出生時の体重が 1000g未満の児をいう。
低出生体重児※ 出生時体重が 2,500g未満の児。1,500g未満の児を特に極低出世体重児、さらに 1,000g

未満の児を超低出生体重児という。

て 出迎え搬送 受入医療機関の医師が救急車等で依頼元医療機関へ行き、新生児と同乗して自らの医療

機関に搬送すること。

ドクターカー※ 医師が同乗して傷病者の救命治療を行いながら病院へ搬送するための救急車。一部の救

命救急センターや病院に配備されている。車内には人工呼吸器、救急医薬品、心電図モ

ニター等の資器材が搭載されている。主に病院間の搬送に用いられ、消防署の要請に応

じて現場に出動する。

と ドクターヘリ 救急医療用の医療機器を装備したヘリコプターであって、医師及び看護師等が同乗して救急

現場等に向かい、現場から医療機関に搬送するまでの間、患者に救命医療を行うことができる

専用ヘリコプター。県ドクターヘリは、岐阜大学医学部附属病院を基地病院として運航する。

県ドクターヘリは岐阜大学医学部附属病院に常駐し、地域の消防機関の要請で出動する。消

防機関の要請からおおむね５分程度で出動することができるため、医師による早期治療を開

始することができる。また、短時間のうちに医療機関へ患者を搬送することもできる。

に 乳児死亡 1歳未満の死亡をいう。
乳児死亡率 【計算式】

1年間の生後 1歳未満の死亡数／1年間の出生数×1000 
小児に対する衛生状態に加え、国の医療状態を知る上で重要な指標。

妊産婦死亡※ 妊娠中又は分娩後 42日以内の妊婦又はじょく婦の死亡をいう。
妊産婦死亡率 【計算式】

1年間の妊産婦死亡数／1年間の出産数（出生数+妊娠満 12週以後の死産数）×100000
妊婦救急搬送マニュ

アル

岐阜県と岐阜県周産期医療協議会が策定した岐阜県内における妊婦の救急搬送のルー

ルを取り決めたマニュアル。県内の地域周産期医療関係施設と消防機関が共有し、これ

に基づき妊婦の救急搬送を行っている。

妊娠高血圧症候群 妊娠 20週から出産後 12週までに高血圧が起こる、または高血圧に蛋白尿を伴って起き
る妊婦特有の病気。かつては妊娠中毒症と呼ばれていたもので、高血圧・蛋白尿・むく

みが三大症状であったが、研究の結果、高血圧を伴わない限りは病気ではないとされた。
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蛋白尿は高血圧と関係が深いので重症化のサインとされている。

に 妊婦健康診査 妊婦並びに胎児を適切に管理するための健診。胎児心拍、腹囲、子宮底長、血圧、浮腫、

尿たん白、尿糖、体重等を検査し、妊娠経過の異常の有無を観察し必要な保健指導を行

う。厚生労働省通知「妊婦健康診査の実施について」（平成 21年 2月 27日付雇児母
発第 0227001号）により妊娠期間中の望ましい健診回数は妊娠週数を通して合計 14回
程度とされる。

ひ 病床利用率 【計算式】

年間延べ利用日数／病床数／365日×100 
ふ 複産 同一の出産で 2人以上の児が出生する場合のこと。
へ 平均入院日数 【計算式】

年間延べ利用日数／年間利用実人員数

む 無過失補償制度 医療事故で障害を負った場合、医師に過失がなくても、患者に補償金が支払われる制度。

も 戻り搬送 状態が改善した妊婦又は新生児を受入医療機関から搬送元又は地域の医療機関に搬送

すること。

ゆ 有意差検定 複数のグループの数値の間に有意差があるかどうかを検証するための統計学的な操作

有意差検定。

※医学書院「医学大辞典第 2版」より一部引用
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●岐阜県一次周産期医療機関

圏域 No 助 医療機関 〒 住所 電話

1 石原産婦人科 ５０１－３１４６ 岐阜県岐阜市芥見嵯峨２－１４５ ０５８－２４１－３５３５

2 いずみレディスクリニック ５０２－０９１４ 岐阜県岐阜市菅生６－２－４ ０５８－２９６－４１４１

3 おおのレディスクリニック ５０２－０９０１ 岐阜県岐阜市光町１－４４ ０５８－２３３－０２０１

4 かとうマタニティクリニック ５０１－３１３２ 岐阜県岐阜市芥見長山３－９４－２ ０５８－２４１－３３３２

5 斉藤産科婦人科医院 ５００－８８２４ 岐阜県岐阜市北八ツ寺町５ ０５８－２６３－００８０

6 高橋産婦人科 ５００－８８１８ 岐阜県岐阜市梅ヶ枝町３－４１－３ ０５８－２６３－５７２６

7 西ぎふ産婦人科医院 ５００－８３８１ 岐阜県岐阜市市橋５－３－９ ０５８－２７２－３８８１

8 古田産科婦人科クリニック ５００－８８４２ 岐阜県岐阜市金町７－３－１ ０５８－２６５－２３９５

9 操レディスホスピタル ５０２－０８４６ 岐阜県岐阜市津島町６－１９ ０５８－２３３－８８１１

10 レディースクリニックまぶち ５０２－０８８１ 岐阜県岐阜市正木北町１２－１０ ０５８－２９７－１１０３

11 一色の森ゆりレディスクリニック ５００－８２３１ 岐阜県岐阜市前一色西町４－１ ０５８－２４６－１０１１

12 平野総合病院 ５０１－１１３１ 岐阜県岐阜市黒野１７６－５ ０５８－２３９－２３２５

13 助 木澤助産院 ５００－８４３８ 岐阜県岐阜市島原町４２ ０５８－２７１－０５９３

14 永田産婦人科 ５０４－０９６８ 岐阜県各務原市那加西野町１９０ ０５８－３８２－００５８

15 横山産院 ５０４－０８３１ 岐阜県各務原市瑞穂町２－６０－１ ０５８－３８９－０３１１

16 助 ゆりかご助産院 ５０４－０８４７ 岐阜県各務原市蘇原大島町１－４９ ０５８－３７１－５１５５

17 花林レディースクリニック ５０１－６２４４ 岐阜県羽島市竹鼻町丸の内４－５ ０５８－３９３－１１２２

18 助 空助産院 ５０１－６３１３ 岐阜県羽島市下中町加賀野井７０１ ０５８－３９８－１１３２

19 いとうレディースケアクリニック ５０１－０４３１ 岐阜県本巣郡北方町北方大牧３１９５ ０５８－３２３－７１０１

20 モアレディースクリニック ５０１－０４５６ 岐阜県本巣郡北方町高屋条里３－９０ ０５８－３２０－０３１１

21 大垣徳州会病院 ５０３－００１５ 岐阜県大垣市林町６－８５－１ ０５８４－７７－６１１０

平成25年4月1日現在
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22 クリニックママ ５０３－０８０７ 岐阜県大垣市今宿３－３４－１ ０５８４－７３－５１１１

23 ハットリレディスクリニック ５０３－０８３６ 岐阜県大垣市大井２－３８－３ ０５８４－７４－５５５０

24 もりレディースクラブクリニック ５０３－００２１ 岐阜県大垣市河間町１－１３ ０５８４－７４－１８８８

25 山口産婦人科 ５０３－０９８３ 大垣市静里町９１４ ０５８４－９２－１１０３

26 高田医院 ５０３－２３０５ 岐阜県安八郡神戸町大字神戸４６８ ０５８４－２７－２０１５

27 いびレディースクリニック ５０１－０６１９ 岐阜県揖斐郡揖斐川町三輪７１９－１ ０５８４－２３－００５０

28 ひろレディスクリニック ５０１－３２５５ 岐阜県関市段下２８－２ ０５７５－２２－５５５３

29 助 こうのとり助産院 ５０１－３７０１ 岐阜県美濃市２７１７－６ ０５７５－３１－０７０３

30 とまつレディースクリニック ５０９－０２１４ 岐阜県可児市広見２０９７ ０５７４－６１－１１３８

31 ローズベルクリニック ５０９－０２０３ 岐阜県可児市下恵土野林２９７５－１ ０５７４－６０－３３５５

32 ケイ・レディースクリニック ５０７－００１４ 岐阜県多治見市虎渓山町５－３０－１ ０５７２－２４－５８５５

33 中西ウィメンズクリニック ５０７－００２４ 岐阜県多治見市大正町１－４５ ０５７２－２５－８８８２

34 けやきどおりレディースクリニック ５０７－００５４ 岐阜県多治見市宝町３－９８ ０５７２－２５－３８００

35 塚田レディースクリニック ５０９－６１１５ 岐阜県瑞浪市北小田町２－２９３ ０５７２－６６－１１０３

36 菱田レディスクリニック ５０９－６１３５ 岐阜県瑞浪市薬師町１－１９－３ ０５７２－６８－８６８６

37 林メディカルクリニック ５０８－００３８ 岐阜県中津川市新町５－６ ０５７３－６５－２００７

38 岐阜県立下呂温泉病院 ５０９－２２９２ 岐阜県下呂市幸田１１６２ ０５７６－２５－２８２０

39 岩佐ウィメンズクリニック ５０６－０８０２ 岐阜県高山市松之木町３１３－１ ０５７７－３７－１１０３

40 アルプスベルクリニック ５０６－００５８ 岐阜県高山市山田町３１０ ０５７７－３５－１７７７

41 助 ケア大沼 ５０６－０８５１ 岐阜県高山市大新町２－７２ ０５７７－３４－１３２３

西
濃

中
濃

東
濃

飛
騨

45



●岐阜県二次周産期医療機関

圏域 NO 助 医療機関 〒 住所 電話

1 岩砂病院・岩砂マタニティ ５０２－０８１２ 岐阜県岐阜市八代１－７－１ ０５８－２３１－２６３１

2 松波総合病院 ５０１－６０６２ 岐阜県羽島郡笠松町田代185-1 ０５８－３８８－０１１１

3 中濃厚生病院 ５０１－３８０２ 岐阜県関市若草通５－１ ０５７５－２２－２２１１

4 木沢記念病院 ５０５－８５０３ 美濃加茂市古井町下古井５９０ ０５７４－２５－２１８１

5 郡上市民病院 ５０１－４２２２ 岐阜県郡上市八幡町島谷１２６１ ０５７５－６７－１６１１

東濃 6 総合病院 中津川市民病院 ５０８－８５０２ 岐阜県中津川市駒場１５２２－１ ０５７３－６６－１２５１

●岐阜県三次周産期医療機関

圏域 No 助 医療機関 〒 住所 電話

1 岐阜県総合医療センター ５００－８７１７ 岐阜市野一色４－６－１ ０５８－２４６－１１１１

2 長良医療センター ５０２－８５５８ 岐阜市長良１３００－７ ０５８－２３２－７７５５

3 岐阜大学医学部附属病院 ５０１－１１９３ 岐阜市柳戸１－１ ０５８－２３０－６０００

4 岐阜市民病院 ５００－８５１３ 岐阜市鹿島町７－１ ０５８－２５１－１１０１

西濃 5 大垣市民病院 ５０３－８５０２ 大垣市南頬町４－８６ ０５８４－８１－３３４１

東濃 6 岐阜県立多治見病院 ５０７－８５２２ 多治見市前畑町５－１６１ ０５７２－２２－５３１１

飛騨 7 高山赤十字病院 ５０６－８５５０ 高山市天満町３－１１ ０５７７－３２－１１１１

岐阜

中濃

岐阜
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【愛知県】
総合周産期母子医療センター
NO 名称 〒 所在地
1 名古屋第一赤十字病院 453-8511 名古屋市中村区道下町3-35
2 名古屋第二赤十字病院 466-8650 名古屋市昭和区妙見町2-9
3 愛知県厚生農業協同組合連合会安城更生病院 446-8602 安城市安城町東広畔28
4 名古屋大学医学部附属病院 466-8550 名古屋市昭和区鶴舞65

地域周産期母子医療センター
No 名称 〒 所在地
1 名古屋市立西部医療センター城北病院 462-0033 名古屋市北区金田2-15
2 愛知県厚生農業協同組合連合会海南病院 498-8502 愛知県弥富市前ヶ須町南本田396
3 公立陶生病院 489-8642 瀬戸市西追分町160
4 一宮市立市民病院 491-8558 一宮市文京2-2-22
5 小牧市民病院 485-8520 小牧市常普請1-20
6 愛知県厚生農業協同組合連合会江南厚生病院 483-8704 江南市高屋町大松原137
7 半田市立半田病院 475-8599 半田市東洋町2-29
8 トヨタ記念病院 471-8513 豊田市平和町1-1
9 岡崎市民病院 444-8553 岡崎市高隆寺町字五所合3-1
10 豊橋市民病院 441-8570 豊橋市青竹町字八間西50
11 名古屋市立大学病院 467-8602 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1

その他の周産期医療支援・協力病院等
No 名称 〒 所在地
1 名古屋大学医学部附属病院 466-8550 名古屋市昭和区鶴舞町65
2 名古屋市立大学病院 467-8602 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1
3 藤田保健衛生大学病院 470-1192 豊明市沓掛町田楽ヶ窪１-98
4 愛知医科大学病院 480-1195 愛知郡長久手町大字岩作字雁又21
5 社会福祉法人聖霊会聖霊病院 466-8633 名古屋市昭和区川名山町56
6 愛知県心身障害者コロニー中央病院 480-0392 春日井市神屋町713-8
7 あいち小児保健医療総合センター 474-8710 大府市森岡町尾坂田1-2

【三重県】

＊名古屋大学医学部附属病院及び名古屋市立大学は、それぞれ総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターを兼ねる。

Ⅵ 岐阜県近隣６県の地域周産期医療関係施設一覧
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【三重県】
総合周産期母子医療センター
NO 名称 〒 所在地
1 独立行政法人国立病院機構三重中央医療センター 514-1101 三重県津市久居明神町2158-5

地域周産期母子医療センター
No 名称 〒 所在地
1 市立四日市病院 516-8567 三重県四日市市芝田2-2-37
2 地方独立行政法人三重県立総合医療センター 510-8561 三重県四日市市大字日永5450-132
3 国立大学法人三重大学医学部附属病院 514-8507 三重県津市江戸橋2-174
4 伊勢赤十字病院 516-8512 三重県伊勢市船江1-471-2

【福井県】
総合周産期母子医療センター
NO 名称 〒 所在地
1 福井県立病院 910-0846 福井市四ツ井2-8-1
2 福井大学医学部附属病院 910-1104 吉田郡永平寺町松岡下合月23-3

地域周産期母子医療センター
No 名称 〒 所在地
1 福井愛育病院 910-0833 福井市新保2-301
2 福井赤十字病院 918-8011 福井市月見2-4-1
3 福井県済生会病院 918-8235 福井市和田中町舟橋７-１
4 市立敦賀病院 914-0058 敦賀市三島町1-6-60
5 公立小浜病院 917-0078 小浜市大手町2-2
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【富山県】
総合周産期母子医療センター

NO 名称 〒 所在地

1 富山県立中央病院 930-8550 富山県富山市西長江2-2-78

地域周産期母子医療センター

No 名称 〒 所在地

1 富山県厚生農業協同組合連合会高岡病院 933-8555 富山県高岡市永楽町5-10

2 黒部市民病院 938-8502 富山県黒部市三日市1108-1

3 富山市立富山市民病院 939-8511 富山県富山市今泉北部町2-1
4 市立砺波総合病院 939-1395 富山県砺波市新富町1-61
5 国立大学法人富山大学附属病院 930-0194 富山市杉谷 2630

その他の周産期医療支援・協力病院等
No 名称 〒 所在地
1 富山赤十字病院 930-0859 富山市牛島本町2-1-58
2 済生会高岡病院 933-0816 高岡市二塚387-1

【滋賀県】
総合周産期母子医療センター
NO 名称 〒 所在地
1 大津赤十字病院 520-8511 滋賀県大津市長等１-１-35
2 滋賀医科大学医学部附属病院 520-2192 滋賀県大津市瀬田月輪町

地域周産期母子医療センター
No 名称 〒 所在地
1 近江八幡市立総合医療センター 523-0082 滋賀県近江八幡市土田町1379
2 長浜赤十字病院 526-8585 滋賀県長浜市宮前町１４-７

【長野県】
総合周産期母子医療センター
NO 名称 〒 所在地
1 長野県立こども病院 399-8288 安曇野市豊科3100

地域周産期母子医療センター
No 名称 〒 所在地

合 市
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1 厚生連佐久総合病院 384-0393 佐久市臼田197
2 独立行政法人国立病院機構信州上田医療センター 386-8610 上田市緑が丘1-27-21
3 諏訪赤十字病院 392-8510 諏訪市湖岸通り5-11-50
4 伊那中央病院 396-8555 伊那市小四郎久保1313-1
5 飯田市立病院 395-8502 飯田市八幡町438
6 信州大学医学部附属病院 390-8621 松本市旭3-1-1
7 長野赤十字病院 380-8582 長野市若里5-22-1
8 厚生連篠ノ井総合病院 388-8004 長野市篠ノ井会666-1
9 厚生連北信総合病院 383-8505 中野市西1-5-63

その他の周産期医療支援・協力病院等
No 名称 〒 所在地
1 厚生連小諸厚生総合病院 384-8588 小諸市与良町3－2－31
2 国保浅間総合病院 385-0022 佐久市岩村田1862－1
3 市立岡谷病院 394-8512 岡谷市本町4－11－33
4 組合立諏訪中央病院 391-8503 茅野市玉川4300
5 県立木曽病院 397-0001 木曽郡木曽町福島6613－4
6 相澤病院 390-0814 松本市本庄2－5－1
7 松本市立病院 390-1401 松本市波田4417－180
8 市立大町総合病院 398-0002 大町市大町3130
9 県立須坂病院 382-0091 須坂市須坂1332
10 飯山赤十字病院 389-2295 飯山市飯山226－1
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●岐阜県の主なる人口動態統計（実数）

総数
妊娠満22週以後
の死産数

早期新生児
死亡数

総数 自然死産数 人工死産数

1998 H10 2,117,768 20,447 79 50 129 99 30 1 536 258 278

1999 H11 2,119,577 20,151 69 46 140 107 33 1 564 250 314

2000 H12 2,107,700 20,276 53 31 112 93 19 1 611 249 362

2001 H13 2,111,893 19,603 60 30 117 101 16 0 586 265 321

2002 H14 2,113,611 19,617 62 27 162 142 20 1 581 284 297

2003 H15 2,115,336 19,156 51 29 98 77 21 0 480 207 273

2004 H16 2,117,998 18,363 47 30 96 73 23 3 507 234 273

2005 H17 2,107,226 17,706 54 34 105 85 20 3 469 243 226

2006 H18 2,104,361 18,092 60 35 99 74 25 1 461 207 254

2007 H19 2,102,259 17,696 43 25 86 64 22 2 430 189 241

2008 H20 2,098,131 17,506 58 34 87 59 28 2 388 175 213

2009 H21 2,044,000 17,327 38 15 83 74 9 2 358 186 172

2010 H22 2,043,467 16,887 41 21 65 48 17 0 382 171 211

●岐阜県の主なる人口動態統計（率）

周産期死亡率
（出産千対）

妊娠満22週以後
の死産率
（出産千対）

早期新生児
死亡率
（出生千対）

出産10万対 出生10万対
死産率
（出産千対）

自然死産率
（出産千対）

人工死産率
（出産千対）

1998 H10 9.7 3.9 2.4 6.3 4.8 1.5 4.8 4.9 25.5 12.5 13.4 1.43

1999 H11 9.5 3.4 2.3 6.9 5.3 1.6 4.8 5.0 27.2 12.3 15.3 1.40

2000 H12 9.6 2.6 1.5 5.5 4.6 0.9 4.8 4.9 29.3 12.1 17.5 1.47

2001 H13 9.3 3.1 1.5 5.9 5.1 0.8 0.0 0.0 29.0 13.3 16.1 1.37

2002 H14 9.3 3.2 1.4 8.2 7.2 1.0 5.0 5.1 28.8 14.3 14.9 1.38

2003 H15 9.1 2.7 1.5 5.1 4.0 1.1 0.0 0.0 24.4 10.7 14.1 1.36

2004 H16 8.7 2.6 1.6 5.2 4.0 1.2 15.9 16.3 26.9 12.6 14.6 1.31

2005 H17 8.4 3.0 1.9 5.9 4.8 1.1 16.5 16.9 25.8 13.5 12.6 1.37

2006 H18 8.6 3.3 1.9 5.4 4.1 1.4 5.4 5.5 24.8 11.3 13.8 1.35

2007 H19 8.4 2.4 1.4 4.8 3.6 1.2 11.0 11.3 23.7 10.6 13.4 1.34

2008 H20 8.3 3.3 1.9 5.0 3.4 1.6 11.2 11.4 21.7 9.9 12.0 1.35

2009 H21 8.5 2.2 0.9 4.8 4.2 0.5 17.0 17.3 20.2 10.5 9.7 1.37

2010 H22 8.3 2.4 1.2 3.8 2.8 1.0 0.0 0.0 22.1 9.4 11.6 1.48

●人口・圏域別（出典：岐阜県統計書）

全国 岐阜県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 125,252,000 2,117,768 799,877 397,075 386,997 363,476 170,343

1999 H11 125,430,000 2,119,577 801,775 396,965 387,458 363,176 170,203

2000 H12 125,612,633 2,107,700 794,691 393,645 388,108 361,559 169,697

2001 H13 125,910,000 2,111,893 798,072 393,560 389,701 361,337 169,223

2002 H14 124,026,000 2,113,611 801,079 393,119 389,993 360,376 169,044

2003 H15 126,139,000 2,115,336 803,550 392,647 391,267 359,715 168,157

2004 H16 126,177,000 2,117,998 806,655 392,495 392,570 359,237 167,041

200 H17 126 204 902 2 10 226 802 218 391 63 388 8 3 8 884 16 610

年次

周産期死亡数

妊産婦死亡数

死産数

人口 出生数 乳児死亡数 新生児死亡数

死産

合計特殊出生率

年次

年次
出生率
（人口千対）

乳児死亡率
（出生千対）

新生児死亡率
（出生千対）

周産期死亡率 妊産婦死亡

Ⅶ 岐阜県の母子保健統計数値

2005 H17 126,204,902 2,107,226 802,218 391,637 388,877 358,884 165,610

2006 H18 126,153,000 2,104,361 803,104 390,861 388,908 357,571 163,917

2007 H19 125,084,000 2,102,259 804,056 390,429 389,266 355,913 162,595

2008 H20 125,948,000 2,098,131 804,658 388,924 389,207 354,314 161,028

2009 H21 125,820,000 2,086,590 803,639 385,890 385,146 352,366 159,549

2010 H22 126,381,728 2,080,773 807,571 385,021 382,570 358,085 157,526

●出生数・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

年次 全国 岐阜県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 1,203,147 20,447 7,191 4,883 3,490 3,260 1,623

1999 H11 1,177,669 20,151 7,158 4,911 3,328 3,185 1,569

2000 H12 1,190,547 20,276 8,342 3,777 3,385 3,157 1,615

2001 H13 1,170,662 19,603 7,959 3,655 3,313 3,060 1,616

2002 H14 1,153,855 19,617 7,967 3,637 3,402 3,015 1,596

2003 H15 1,123,610 19,156 7,863 3,623 3,319 2,884 1,467

2004 H16 1,110,721 18,363 7,559 3,421 3,172 2,847 1,364

2005 H17 1,062,530 17,706 7,263 3,340 3,004 2,752 1,347

2006 H18 1,092,674 18,092 7,566 3,245 3,168 2,799 1,314

2007 H19 1,089,818 17,696 7,293 3,243 3,061 2,798 1,301

2008 H20 1,091,150 17,506 7,345 3,120 3,090 2,659 1,292

2009 H21 1,070,035 17,327 7,235 3,070 3,020 2,709 1,293

2010 H22 1,071,304 16,887 7,024 2,985 3,043 2,624 1,211

●出生率・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

年次 全国 岐阜県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 9.6 9.7 9.0 12.3 9.0 9.0 9.5

1999 H11 9.4 9.5 8.9 12.4 8.6 8.8 9.2

2000 H12 9.5 9.6 10.5 9.6 8.7 8.7 9.5

2001 H13 9.3 9.3 10.0 9.3 8.5 8.5 9.5

2002 H14 9.3 9.3 9.9 9.3 8.7 8.4 9.4

2003 H15 8.9 9.1 9.8 9.2 8.5 8.0 8.7

2004 H16 8.8 8.7 9.4 8.7 8.1 7.9 8.2

2005 H17 8.4 8.4 9.1 8.5 7.7 7.7 8.1

2006 H18 8.7 8.6 9.4 8.3 8.1 7.8 8.0

2007 H19 8.7 8.4 9.1 8.3 7.9 7.9 8.0

2008 H20 8.7 8.3 9.1 8.0 7.9 7.5 8.0

2009 H21 8.5 8.5 9.0 8.0 7.8 7.7 8.1

2010 H22 8.5 8.3 8.7 7.8 8.0 7.5 7.7
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●乳児死亡・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 岐阜県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 4,380 79 34 16 17 7 5

1999 H11 4,010 69 22 15 12 13 7

2000 H12 3,830 53 22 9 9 7 6

2001 H13 3,599 60 27 12 9 8 4

2002 H14 3,497 62 29 7 11 9 6

2003 H15 3,364 51 28 7 8 6 2

2004 H16 3,122 47 16 7 9 9 6

2005 H17 2,958 54 28 6 7 7 6

2006 H18 2,864 60 25 10 14 8 3

2007 H19 2,828 43 19 5 10 5 4

2008 H20 2,798 58 26 10 11 7 4

2009 H21 2,556 38 17 8 5 7 1

2010 H22 2,450 41 17 8 8 7 1

●乳児死亡率・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 3.6 3.9 4.7 3.3 4.9 2.1 3.1

1999 H11 3.4 3.4 3.1 3.1 3.6 4.1 4.5

2000 H12 3.2 2.6 2.6 2.4 2.7 2.2 3.7

2001 H13 3.1 3.1 3.4 3.3 2.7 2.6 2.5

2002 H14 3.0 3.2 3.6 1.9 3.2 3.0 3.8

2003 H15 3.0 2.7 3.6 1.9 2.4 2.1 1.4

2004 H16 2.8 2.6 2.1 2.0 2.8 3.2 4.4

2005 H17 2.8 3.0 3.9 1.8 2.3 2.5 4.5

2006 H18 2.6 3.3 3.3 3.1 4.4 2.9 2.3

2007 H19 2.6 2.4 2.6 1.5 3.3 1.8 3.1

2008 H20 2.6 3.3 3.5 3.2 3.6 2.6 3.1

2009 H21 2.4 2.2 2.4 2.6 1.7 2.6 0.8

2010 H22 2.3 2.4 2.4 2.7 2.6 2.7 0.8

●新生児死亡・圏域別(出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 2,353 50 24 8 11 5 2

1999 H11 2,137 46 13 10 8 9 6

2000 H12 2,106 31 12 5 8 3 3

2001 H13 1,909 30 12 5 2 7 4

2002 H14 1,937 27 12 3 6 3 3

2003 H15 1,879 29 17 3 4 3 2

2004 H16 1,622 30 12 3 6 4 5

2005 H17 1,510 34 19 2 4 4 5

2006 H18 1,444 35 15 5 9 5 1

2007 H19 1,434 25 8 4 5 4 4

2008 H20 1,331 34 17 4 8 3 2

2009 H21 1,254 15 5 4 2 3 1

2010 H22 1,167 21 11 3 5 2 0

●新生児死亡率・圏域別(出典：岐阜県衛生年報）

全国 県

1998 H10 2.0 2.4

1999 H11 1.8 2.3

2000 H12 1.8 1.5

2001 H13 1.6 1.5

2002 H14 1.7 1.4

2003 H15 1.7 1.5

年次

年次

年次

年次

2003 H15 1.7 1.5

2004 H16 1.5 1.6

2005 H17 1.4 1.9

2006 H18 1.3 1.9

2007 H19 1.3 1.4

2008 H20 1.2 1.9

2009 H21 1.2 0.9

2010 H22 1.1 1.2

●周産期死亡数・圏域別(出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 7,447 129 53 30 19 20 7

1999 H11 7,102 140 48 32 29 19 12

2000 H12 6,881 112 46 19 22 13 12

2001 H13 6,476 117 48 19 19 22 9

2002 H14 6,333 162 69 28 25 20 20

2003 H15 5,929 98 42 14 14 17 11

2004 H16 5,541 96 51 10 13 13 9

2005 H17 5,149 105 48 15 16 16 10

2006 H18 5,100 99 42 19 14 17 7

2007 H19 4,906 86 42 10 16 11 7

2008 H20 4,721 87 40 10 26 9 2

2009 H21 4,519 83 29 13 12 21 8

2010 H22 4,515 65 31 6 15 7 6

年次
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●妊娠22週以後の死産・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 5804 99 36 25 14 17 7

1999 H11 5567 107 38 27 24 11 7

2000 H12 5362 93 41 16 15 11 10

2001 H13 5114 101 43 16 18 17 7

2002 H14 4959 142 62 25 20 18 17

2003 H15 4626 77 30 12 12 14 9

2004 H16 4357 73 40 7 10 10 6

2005 H17 4058 85 37 15 13 15 5

2006 H18 4047 74 30 15 10 13 6

2007 H19 3854 64 34 8 12 7 3

2008 H20 3752 59 26 7 19 7 0

2009 H21 3645 74 27 11 10 19 7

2010 H22 3637 48 23 4 10 5 6

★H6のみ妊娠28週以後

●早期新生児死亡数・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 1643 30 17 5 5 3 0

1999 H11 1535 33 10 5 5 8 5

2000 H12 1519 19 5 3 7 2 2

2001 H13 1362 16 5 3 1 5 2

2002 H14 1374 20 7 3 5 2 3

2003 H15 1303 21 12 2 2 3 2

2004 H16 1184 23 11 3 3 3 3

2005 H17 1091 20 11 0 3 1 5

2006 H18 1053 25 12 4 4 4 1

2007 H19 1052 22 8 2 4 4 4

2008 H20 969 28 14 3 7 2 2

2009 H21 874 9 2 2 2 2 1

2010 H22 878 17 8 2 5 2 0

●妊産婦死亡(出典：岐阜県衛生年報）圏域別データなし

全国 県 全国 県 全国 県

1998 H10 86 1 6.9 4.8 7.1 4.9

1999 H11 72 1 5.9 4.8 6.1 5.0

2000 H12 78 1 6.3 4.8 6.6 4.9

2001 H13 76 0 6.3 0.0 6.5 0.0

2002 H14 84 1 7.1 5.0 7.3 5.1

2003 H15 69 0 6.0 0.0 6.1 0.0

2004 H16 49 3 4.3 15.9 4.4 16.3

2005 H17 62 3 5.7 16.5 5.8 16.9

2006 H18 54 1 4.8 5.4 4.9 5.5

2007 H19 35 2 3.1 11.0 3.2 11.3

2008 H20 39 2 3.5 11.2 3.6 11.4

2009 H21 53 3 4.9 11.5 5.0 17.3

2010 H22 45 2 3.5 11.2 4.2 11.8

●死産数・圏域別(出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 38,988 536 204 122 76 86 48

1999 H11 38,452 564 212 146 91 83 32

2000 H12 38,393 611 272 114 98 90 37

2001 H13 37,467 586 269 108 85 100 24

2002 H14 36,978 581 274 92 77 97 41

年次

妊産婦死亡率出産10万対 妊産婦死亡率出生10万対
年次

年次

年次

妊産婦死亡数

2003 H15 35,330 480 196 79 84 81 40

2004 H16 34,365 507 226 87 69 89 36

2005 H17 31,818 469 208 77 81 74 29

2006 H18 30,911 461 217 78 70 70 26

2007 H19 29,313 430 198 77 65 65 25

2008 H20 28,182 388 182 63 68 58 17

2009 H21 27,005 358 147 58 64 68 21

2010 H22 26,560 382 161 58 75 58 30

●自然死産数：圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 16,936 258 93 55 36 49 25

1999 H11 16,711 250 91 63 45 37 14

2000 H12 16,200 249 104 49 43 35 18

2001 H13 15,704 265 114 49 38 46 18

2002 H14 15,161 284 127 44 40 45 28

2003 H15 14,644 207 76 29 39 41 22

2004 H16 14,288 234 111 28 27 47 21

2005 H17 13,502 243 103 46 34 46 14

2006 H18 13,424 207 98 39 27 30 13

2007 H19 13,107 189 93 29 32 26 9

2008 H20 12,626 175 75 24 40 28 8

2009 H21 12,214 186 77 34 26 37 12

2010 H22 12,245 171 69 23 33 27 19

●人工死産数（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 22,052 278 111 67 40 37 23

1999 H11 21,741 314 121 83 46 46 18

2000 H12 22,193 362 168 65 55 55 19

2001 H13 21,763 321 155 59 47 54 6

2002 H14 21,817 297 147 48 37 52 13

2003 H15 20,686 273 120 50 45 40 18

2004 H16 20,077 273 115 59 42 42 15

2005 H17 18,316 226 105 31 47 28 15

2006 H18 17,487 254 119 39 43 40 13

2007 H19 16,206 241 105 48 33 39 16

2008 H20 15,556 213 107 39 28 30 9

2009 H21 14,791 172 70 24 38 31 9

2010 H22 14,315 211 92 35 42 31 11

年次

年次
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●死産率・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 31.4 25.5 27.6 24.4 21.3 25.7 28.7

1999 H11 31.6 27.2 28.8 28.9 26.6 25.4 20.0

2000 H12 31.2 29.3 31.6 29.3 28.1 27.7 22.4

2001 H13 31.0 29.0 32.7 28.7 25.0 31.6 14.6

2002 H14 31.1 28.8 33.2 24.7 22.1 31.2 25.0

2003 H15 30.5 24.4 24.3 21.3 24.7 27.3 26.5

2004 H16 30.0 26.9 29.0 24.8 21.3 30.3 25.7

2005 H17 29.1 25.8 27.8 22.5 26.3 26.2 21.1

2006 H18 27.5 24.8 27.9 23.5 21.6 24.4 19.4

2007 H19 26.2 23.7 26.4 23.2 20.8 22.7 18.9

2008 H20 25.2 21.7 24.2 19.8 21.5 21.3 13.0

2009 H21 24.6 20.2 19.9 18.5 20.8 24.5 16.0

2010 H22 24.2 22.1 22.4 19.1 24.1 21.6 24.2

●自然死産率・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 13.9 12.5 12.8 11.1 10.2 14.8 15.2

1999 H11 14.0 12.3 12.6 12.7 13.3 11.5 8.8

2000 H12 13.4 12.1 12.3 12.8 12.5 11.0 11.0

2001 H13 13.2 13.3 14.1 13.2 11.3 14.8 11.0

2002 H14 13.0 14.3 15.7 12.0 11.6 14.7 17.2

2003 H15 12.9 10.7 9.6 7.9 11.6 14.0 14.8

2004 H16 12.7 12.6 14.5 8.1 8.4 16.2 15.2

2005 H17 12.5 13.5 14.0 13.6 11.2 16.4 10.3

2006 H18 12.1 11.3 12.8 11.9 8.5 10.6 9.8

2007 H19 11.9 10.6 12.6 8.9 10.3 9.2 6.9

2008 H20 11.4 9.9 10.1 7.6 12.8 10.4 6.2

2009 H21 11.1 10.5 10.4 10.9 8.4 13.3 9.1

2010 H22 11.4 9.9 9.6 7.6 10.6 10.1 15.3

●人工死産数・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 18.0 13.4 15.2 13.5 11.3 11.2 14.0

1999 H11 18.1 15.3 16.6 16.6 13.6 14.2 11.3

2000 H12 18.3 17.5 19.7 16.9 16.0 17.1 11.6

2001 H13 18.3 16.1 19.1 15.9 14.0 17.3 3.7

2002 H14 18.6 14.9 18.1 13.0 10.8 17.0 8.1

2003 H15 18.1 14.1 15.0 13.6 13.4 13.7 12.1

2004 H16 17.8 14.6 15.0 17.0 13.1 14.5 10.9

2005 H17 16.9 12.6 14.3 9.2 15.4 10.1 11.0

2006 H18 15.8 13.8 15.5 11.9 13.4 14.1 9.8

2007 H19 14.7 13.4 14.2 14.6 10.7 13.7 12.1

2008 H20 14.1 12.0 14.4 12.3 9.0 11.2 6.9

2009 H21 13.5 9.7 9.5 7.7 12.3 11.2 6.9

2010 H22 13.0 12.2 12.8 11.5 13.5 11.6 8.9

●乳児死亡・圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 岐阜県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 4,380 79 34 16 17 7 5

1999 H11 4,010 69 22 15 12 13 7

2000 H12 3,830 53 22 9 9 7 6

2001 H13 3,599 60 27 12 9 8 4

2002 H14 3,497 62 29 7 11 9 6

年次

年次

年次

年次

2003 H15 3,364 51 28 7 8 6 2

2004 H16 3,122 47 16 7 9 9 6

2005 H17 2,958 54 28 6 7 7 6

2006 H18 2,864 60 25 10 14 8 3

2007 H19 2,828 43 19 5 10 5 4

2008 H20 2,798 58 26 10 11 7 4

2009 H21 2,556 38 17 8 5 7 1

2010 H22 2,450 41 17 8 8 7 1

●乳児死亡率：圏域別（出典：岐阜県衛生年報）

全国 県 岐阜 西濃 中濃 東濃 飛騨

1998 H10 3.6 3.9 4.7 3.3 4.9 2.1 3.1

1999 H11 3.4 3.4 3.1 3.1 3.6 4.1 4.5

2000 H12 3.2 2.6 2.6 2.4 2.7 2.2 3.7

2001 H13 3.1 3.1 3.4 3.3 2.7 2.6 2.5

2002 H14 3.0 3.2 3.6 1.9 3.2 3.0 3.8

2003 H15 3.0 2.7 3.6 1.9 2.4 2.1 1.4

2004 H16 2.8 2.6 2.1 2.0 2.8 3.2 4.4

2005 H17 2.8 3.0 3.9 1.8 2.3 2.5 4.5

2006 H18 2.6 3.3 3.3 3.1 4.4 2.9 2.3

2007 H19 2.6 2.4 2.6 1.5 3.3 1.8 3.1

2008 H20 2.6 3.3 3.5 3.2 3.6 2.6 3.1

2009 H21 2.4 2.2 2.4 2.6 1.7 2.6 0.8

2010 H22 2.3 2.4 2.4 2.7 2.6 2.7 0.8

年次
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●出生場所（出典：岐阜県衛生年報）

施設内
総数

施設外
総数

1998 H10 20,413 34

1999 H11 20,117 34

2000 H12 20,257 19

2001 H13 19,576 27

2002 H14 19,595 22

2003 H15 19,133 23

2004 H16 18,340 23

2005 H17 17,672 34

2006 H18 18,069 23

2007 H19 17,676 20

2008 H20 17,474 32

2009 H21 17,304 23

2010 H22 16,873 14

●立会者（出典：岐阜県衛生年報）

施設内
医師

施設外
医師

施設内
助産師

施設外
助産師

施設内
その他

施設外
その他

1998 H10 19,943 14 470 15 0 5

1999 H11 19,733 15 384 15 0 4

2000 H12 20,001 11 256 7 0 1

2001 H13 19,321 14 255 11 0 2

2002 H14 19,325 8 270 10 0 4

2003 H15 18,942 11 191 7 0 5

2004 H16 18,199 13 414 8 0 2

2005 H17 17,500 16 172 16 0 2

2006 H18 17,931 11 138 8 0 4

2007 H19 17,582 7 94 12 0 1

2008 H20 17,404 16 70 13 0 3

2009 H21 17,212 16 98 6 0 1

2010 H22 16,792 8 87 6 0 0

●出生場所・割合（出典：岐阜県衛生年報）

施設内
総数

施設外
総数

1998 H10 99.8 0.2

1999 H11 99.8 0.2

2000 H12 99.9 0.1

2001 H13 99.9 0.1

2002 H14 99.9 0.1

2003 H15 99.9 0.1

2004 H16 99.9 0.1

2005 H17 99.8 0.2

2006 H18 99.9 0.1

2007 H19 99.9 0.1

2008 H20 99.8 0.2

2009 H21 99.9 0.1

2010 H22 99.9 0.1

●立会者・割合（出典：岐阜県衛生年報）

施設内
医師

施設内
助産師

施設内
その他

施設外
医師

施設外
助産師

施設外
その他

1998 H10 97.7 2.3 0.0 41.2 44.1 14.7

1999 H11 98.1 1.9 0.0 44.1 44.1 11.8

年次

年次

年次

年次

2000 H12 98.7 1.3 0.0 57.9 36.8 5.3

2001 H13 98.7 1.3 0.0 51.9 40.7 7.4

2002 H14 98.6 1.4 0.0 36.4 45.5 18.2

2003 H15 99.0 1.0 0.0 47.8 30.4 21.7

2004 H16 99.2 2.3 0.0 56.5 34.8 8.7

2005 H17 99.0 1.0 0.0 47.1 47.1 5.9

2006 H18 99.2 0.8 0.0 47.8 34.8 17.4

2007 H19 99.5 0.5 0.0 35.0 60.0 5.0

2008 H20 99.6 0.4 0.0 50.0 40.6 9.4

2009 H21 99.5 0.5 0.0 69.6 26.1 4.3

2010 H22 99.5 0.5 0.0 57.1 42.9 0.0
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●年齢階級別女性人口（出典：岐阜県統計書）

総数 ０-4歳 5-9歳 10-14歳 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳

1998 H10 1,090,118 50,517 52,430 60,078 66,832 75,269 76,735 66,272 64,083 66,348 85,717 78,919

1999 H11 1,091,761 50,707 51,679 58,233 65,457 72,531 77,944 67,534 64,275 65,401 79,120 83,286

2000 H12 1,085,514 49,967 51,370 56,152 61,977 66,751 77,700 67,804 65,636 64,426 74,261 88,040

2001 H13 1,087,884 49,589 51,597 54,813 61,713 63,956 76,512 72,645 63,599 63,852 70,977 93,095

2002 H14 1,088,923 49,752 51,169 53,620 61,120 62,163 74,105 73,631 65,124 63,686 67,953 90,369

2003 H15 1,090,007 49,413 51,045 52,510 59,998 61,276 70,900 75,299 66,237 63,924 65,899 84,466

2004 H16 1,092,333 48,855 51,037 51,878 58,269 62,120 67,689 76,421 67,511 64,142 64,969 78,228

2005 H17 1,086,656 47,029 50,926 51,548 54,653 57,632 64,792 75,925 67,682 65,747 63,993 73,568

2006 H18 1,085,076 46,328 50,591 51,706 54,548 55,900 61,210 74,138 72,114 63,501 63,556 70,167

2007 H19 1,083,728 45,594 50,429 51,393 53,736 55,496 58,858 71,516 72,778 65,095 63,415 67,230

2008 H20 1,081,465 45,201 49,828 51,403 52,671 55,531 56,177 67,967 73,897 66,113 63,641 65,192

2009 H21 1,076,159 44,701 48,902 51,405 51,751 54,433 53,576 63,638 74,320 66,993 63,601 64,330

2010 H22 1,070,486 42,606 46,812 50,634 51,108 48,332 52,558 59,379 73,592 71,578 62,682 62,742

55-59歳 60-64歳 64-69歳 70-74歳 75-79歳 80-84歳 85歳以上 不詳

1998 H10 73,101 67,771 62,175 53,293 40,188 27,592 22,777 21

1999 H11 76,390 66,514 63,036 54,919 42,628 27,425 24,661 21

2000 H12 74,400 67,652 63,664 55,976 43,870 29,236 26,428 204

2001 H13 70,526 68,468 64,848 56,682 46,018 30,442 28,348 204

2002 H14 72,790 70,077 65,590 57,744 47,932 31,924 29,970 204

2003 H15 77,940 71,762 65,763 58,807 49,064 34,041 31,459 204

2004 H16 82,105 74,972 64,628 59,795 50,506 36,386 32,618 204

2005 H17 87,018 73,413 65,717 60,785 51,947 37,957 35,744 580

2006 H18 92,039 69,526 66,655 62,107 52,588 39,990 37,840 572

2007 H19 89,356 71,694 68,388 62,779 53,611 41,807 39,987 566

2008 H20 83,560 76,601 70,110 63,037 54,708 42,904 42,368 556

2009 H21 77,218 80,617 73,309 61,985 55,661 44,274 44,981 554

2010 H22 69,340 90,618 67,592 63,844 57,860 46,052 49,559 3,598

総数 １５歳未満 １５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０歳以上 不詳
年齢不詳を除い
た出生数

1998 H10 20,447 0 224 2,775 9,342 6,506 1,460 134 5 0 1 20,446

1999 H11 20,151 2 258 2,710 9,021 6,484 1,538 134 3 0 1 20,150

2000 H12 20,276 0 253 2,652 8,969 6,583 1,652 161 6 0 0 20,276

2001 H13 19,603 0 286 2,449 8,230 6,704 1,727 203 4 0 0 19,603

2002 H14 19,617 0 340 2,478 7,900 6,972 1,729 196 2 0 0 19,617

2003 H15 19,156 0 275 2,317 7,359 7,097 1,915 187 6 0 0 19,156

2004 H16 18,363 0 253 2,195 6,657 7,047 2,006 202 3 0 0 18,363

2005 H17 17,706 2 213 2,053 6,043 6,979 2,176 234 6 0 0 17,706

2006 H18 18,092 2 214 2,037 6,053 7,103 2,395 280 8 0 0 18,092

2007 H19 17,696 0 231 2,067 5,634 6,837 2,639 282 6 0 0 17,696

2008 H20 17,506 0 204 1,963 5,432 6,727 2,846 328 6 0 0 17,506

2009 H21 17,327 0 202 1,893 5,341 6,439 3,081 361 9 0 0 17,327

2010 H22 16,887 1 180 1,736 5,212 6,162 3,180 409 7 0 0 16,887

●母の年齢階級別出生率（出典：岐阜県衛生年報から算出）

総数 １５歳未満 １５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０歳以上

1998 H10 9.7 0.0 1.1 13.6 45.7 31.8 7.1 0.7 0.0 0.0

1999 H11 9.5 0.0 1.3 13.5 44.8 32.2 7.6 0.7 0.0 0.0

2000 H12 9.6 0.0 1.3 13.1 44.2 32.5 8.2 0.8 0.0 0.0

2001 H13 9.3 0.0 1.5 12.5 42.0 34.2 8.8 1.0 0.0 0.0

2002 H14 9.3 0.0 1.7 12.6 40.3 35.5 8.8 1.0 0.0 0.0

2003 H15 9.1 0.0 1.4 12.1 38.4 37.1 10.0 0.9 0.0 0.0

年次

年次

年次

年次

2003 H15 9.1 0.0 1.4 12.1 38.4 37.1 10.0 0.9 0.0 0.0

2004 H16 8.7 0.0 1.4 12.0 36.3 38.4 10.9 1.1 0.0 0.0

2005 H17 8.4 0.0 1.2 11.6 34.1 39.4 12.3 1.3 0.0 0.0

2006 H18 8.6 0.0 1.2 11.3 33.5 39.3 13.2 1.6 0.0 0.0

2007 H19 8.4 0.0 1.3 11.7 31.8 38.4 14.9 1.6 0.0 0.0

2008 H20 8.3 0.0 1.2 11.2 31.0 38.4 16.3 1.9 0.0 0.0

2009 H21 8.5 0.0 1.2 10.9 30.8 37.2 17.8 2.1 0.1 0.0

2010 H22 8.3 0.0 1.1 10.3 30.9 36.6 18.8 2.4 0.0 0.0
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●出生時体重・全国（出典：母子保健の主なる統計）

出生数 ～499g 500～999ｇ 1,000～1499g 1,500～1,999ｇ 2,000～2,499ｇ 2,500～2,999ｇ 3,000～3,999ｇ 4,000ｇ以上 不明 2,500g未満

1998 H10 1,203,147 176 2,661 4,785 12,817 77,173 427,099 663,850 14,379 207 97,612

1999 H11 1,177,669 178 2,698 4,879 13,134 78,274 425,296 639,721 13,284 205 99,163

2000 H12 1,190,547 172 2,694 5,034 13,299 81,689 434,732 639,891 12,877 159 102,888

2001 H13 1,170,662 199 2,875 4,915 13,456 81,436 432,910 622,491 12,226 154 102,881

2002 H14 1,153,855 217 2,907 5,078 13,682 82,430 428,544 608,923 11,916 158 104,314

2003 H15 1,123,610 265 3,070 5,055 13,309 80,621 418,069 591,783 11,283 155 102,320

2004 H16 1,110,720 283 3,058 5,126 13,644 82,721 418,613 576,568 10,533 174 104,832

2005 H17 1,062,530 250 2,865 5,082 13,531 79,544 402,901 548,630 9,549 178 101,272

2006 H18 1,092,674 313 3,147 4,913 13,769 82,417 416,438 561,579 9,929 169 104,559

2007 H19 1,089,818 295 3,119 5,111 13,578 83,061 416,241 558,494 9,722 197 105,164

2008 H20 1,091,156 287 3,006 4,989 13,395 82,802 419,139 557,741 9,573 224 104,479

2009 H21 1,070,035 336 2,814 4,853 12,985 81,683 413,013 545,173 8,955 223 102,671

2010 H22 1,071,304 291 2,941 4,854 12,994 81,969 415,293 544,009 8,713 240 103,049

●出生時体重・県（出典：岐阜県衛生年報）

出生数 ～499g 500～999ｇ 1,000～1499g 1,500～1,999ｇ 2,000～2,499ｇ 2,500～2,999ｇ 3,000～3,999ｇ 4,000ｇ以上 不明 2,500g未満

1998 H10 20,447 4 46 65 225 1,297 7,141 11,407 259 3 1,637

1999 H11 20,151 2 41 69 214 1,320 7,222 11,059 223 1 1,646

2000 H12 20,276 2 49 91 239 1,370 7,265 11,049 211 0 1,751

2001 H13 19,603 1 45 77 252 1,360 7,218 10,439 208 3 1,735

2002 H14 19,617 1 49 97 222 1,355 7,168 10,515 208 2 1,724

2003 H15 19,156 2 40 87 218 1,399 7,110 10,078 219 3 1,746

2004 H16 18,363 3 48 83 250 1,418 6,819 9,558 183 1 1,802

2005 H17 17,706 4 34 81 264 1,297 6,641 9,209 174 2 1,680

2006 H18 18,092 2 54 84 219 1,328 6,841 9,392 170 2 1,814

2007 H19 17,696 2 46 59 228 1,276 7,397 9,298 133 6 1,687

2008 H20 17,506 5 47 79 213 1,272 6,843 8,907 135 5 1,611

2009 H121 17,327 6 43 82 214 1,277 6733 8,829 142 1 1,622

2010 H22 16,887 5 48 66 192 1,258 6,660 8,528 129 1 1,569

○全国 出生児の体重不詳を除いた出生数に対する割合(%)

～499g 500～999ｇ 1,000～1499g 1,500～1,999ｇ 2,000～2,499ｇ 2,500～2,999ｇ 3,000～3,999ｇ 4,000ｇ以上
全国
2,500g未満
再掲

1998 H10 0.01 0.22 0.40 1.07 6.41 35.50 55.18 1.20 8.1

1999 H11 0.02 0.23 0.41 1.12 6.65 36.11 54.32 1.13 8.4

2000 H12 0.01 0.23 0.42 1.12 6.86 36.52 53.75 1.08 8.6

2001 H13 0.02 0.25 0.42 1.15 6.96 36.98 53.17 1.04 8.8

2002 H14 0.02 0.25 0.44 1.19 7.14 37.14 52.77 1.03 9.0

2003 H15 0.02 0.27 0.45 1.18 7.18 37.21 52.67 1.00 9.1

2004 H16 0.03 0.28 0.46 1.23 7.45 37.69 51.91 0.95 9.4

2005 H17 0.02 0.27 0.48 1.27 7.49 37.92 51.63 0.90 9.5

2006 H18 0.03 0.29 0.45 1.26 7.54 38.11 51.39 0.91 9.6

2007 H19 0.03 0.29 0.47 1.25 7.62 38.19 51.25 0.89 9.6

2008 H20 0.03 0.28 0.46 1.23 7.59 38.41 51.11 0.88 9.6

2009 H21 0.03 0.26 0.45 1.21 7.63 38.60 50.95 0.84 9.6

2010 H22 0.03 0.27 0.45 1.21 7.65 38.77 50.78 0.81 9.6

○県 出生児の体重不詳を除いた出生数に対する割合(%)

～499g 500～999ｇ 1,000～1499g 1,500～1,999ｇ 2,000～2,499ｇ 2,500～2,999ｇ 3,000～3,999ｇ 4,000ｇ以上
県
2,500g未満
再掲

1998 H10 0.02 0.22 0.32 1.10 6.34 34.92 55.79 1.27 8.0

1999 11 0.01 0.20 0.34 1.06 6.55 35.84 54.88 1.11 8.2

2000 12 0 01 0 24 0 45 1 18 6 76 35 83 54 49 1 04 8.6

年次

年次

年次

年次

2000 12 0.01 0.24 0.45 1.18 6.76 35.83 54.49 1.04 8.6

2001 13 0.01 0.23 0.39 1.29 6.94 36.82 53.25 1.06 8.9

2002 14 0.01 0.25 0.49 1.13 6.91 36.54 53.60 1.06 8.8

2003 15 0.01 0.21 0.45 1.14 7.30 37.12 52.61 1.14 9.1

2004 16 0.02 0.26 0.45 1.36 7.72 37.13 52.05 1.00 9.8

2005 17 0.02 0.19 0.46 1.49 7.33 37.51 52.01 0.98 9.5

2006 18 0.01 0.30 0.46 1.21 7.34 37.81 51.91 0.94 9.4

2007 19 0.01 0.26 0.33 1.29 7.21 41.80 52.54 0.75 9.1

2008 20 0.03 0.27 0.45 1.22 7.27 39.09 50.88 0.77 9.2

2009 H21 0.03 0.25 0.47 1.24 7.37 38.86 50.96 0.82 9.4

2010 H22 0.03 0.28 0.39 1.14 7.45 39.44 50.50 0.76 9.3

●単産－複産（全国）(出典：母子保健の主なる統計）

総数
単産
分娩件数

複産
分娩件数

複産-双子 三つ児 四つ児 ５つ児以上

1998 H10 1230145 1218429 11640 11286 341 10 3

1999 H11 1201381 1189348 11962 11606 341 14 1

2000 H12 1216168 1203627 12443 12107 328 8 0

2001 H13 1195616 1183323 12218 11919 293 6 0

2002 H14 1177562 1164518 12957 12633 319 5 0

2003 H15 1145592 1132508 13045 12743 286 15 1

2004 H16 1131567 1118308 13215 12900 307 6 2

2005 H17 1081393 1068633 12707 12455 246 5 1

2006 H18 1110448 1097536 12883 12394 219 5 1

2007 H19 1106288 1093632 12619 12394 219 5 1

2008 H20 1107467 1095749 11684 11496 181 6 1

2009 H21 1085912 1074919 10966 10803 157 4 2

2010 H22 1087148 1076562 10558 10394 162 2 0

年次
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●単産－複産（県）（出典：母子保健の主なる統計）

総数
単産
分娩件数

複産
分娩件数

複産-双子 三つ児 四つ児 ５つ児以上

1998 H10 20770 20560 210 207 3 0 0

1999 H11 20467 20250 217 210 7 0 0

2000 H12 20625 20368 255 248 7 0 0

2001 H13 19932 19677 255 253 2 0 0

2002 H14 19969 19741 227 225 2 0 0

2003 H15 19376 19128 248 237 10 1 0

2004 H16 18608 18348 259 255 4 0 0

2005 H17 17936 17696 239 238 1 0 0

2006 H18 18277 18007 270 265 4 1 0

2007 H19 17929 17732 197 197 0 0 0

2008 H20 17680 17476 204 197 4 3 0

2009 H21 17513 17342 171 170 1 0 0

2010 H22 17111 16954 157 156 1 0 0

●単産－複産・割合（全国）（出典：母子保健の主なる統計）

単産
分娩件率

複産
分娩件率

複産-双子
（率）

三つ児(率） 四つ児(率）
５つ児以上
（率）

1998 H10 99.0 0.9 97.0 2.9 0.1 0.0

1999 H11 99.0 1.0 97.0 2.9 0.1 0.0

2000 H12 99.0 1.0 97.3 2.6 0.1 0.0

2001 H13 99.0 1.0 97.6 2.4 0.0 0.0

2002 H14 98.9 1.1 97.5 2.5 0.0 0.0

2003 H15 98.9 1.1 97.7 2.2 0.1 0.0

2004 H16 98.8 1.2 97.6 2.3 0.0 0.0

2005 H17 98.8 1.2 98.0 1.9 0.0 0.0

2006 H18 98.8 1.2 96.2 1.7 0.0 0.0

2007 H19 98.9 1.1 98.2 1.7 0.0 0.0

2008 H20 98.9 1.1 98.4 1.5 0.1 0.0

2009 H21 99.0 1.0 98.5 1.4 0.0 0.0

2010 H22 99.0 1.0 98.4 1.5 0.0 0.0

●単産－複産・割合（県）（母子保健の主なる統計）

単産
分娩件率

複産
分娩件率

複産-双子
（率）

三つ児(率） 四つ児(率）
５つ児以上
（率）

1998 H10 99.0 1.0 98.6 1.4 0.0 0.0

1999 H11 98.9 1.1 96.8 3.2 0.0 0.0

2000 H12 98.8 1.2 97.3 2.7 0.0 0.0

2001 H13 98.7 1.3 99.2 0.8 0.0 0.0

2002 H14 98.9 1.1 99.1 0.9 0.0 0.0

2003 H15 98.7 1.3 95.6 4.0 0.4 0.0

2004 H16 98.6 1.4 98.5 1.5 0.0 0.0

2005 H17 98.7 1.3 99.6 0.4 0.0 0.0

2006 H18 98.5 1.5 98.1 1.5 0.4 0.0

2007 H19 98.9 1.1 100.0 0.0 0.0 0.0

2008 H20 98.8 1.2 96.6 2.0 1.5 0.0

2009 H21 99.0 0.9 99.4 0.6 0.0 0.0

2010 H22 99.1 0.9 99.4 0.6 0.0 0.0

●妊娠届出数（出典：母子保健事業年報）

妊娠届出件数 満11週以内 満12～27週 満28週以降 不詳

1998 H10 16865 9342 7279 150 94

妊娠届出件数 満11週以内 満12～21週 満22～27週 満28週以降 不詳

年次

年次

年次

年次

年次 妊娠届出件数 満11週以内 満12～21週 満22～27週 満28週以降 不詳

1999 H11 16929 9952 6562 219 104 55 ※概数

2000 H12 16285 9751 6037 187 163 147

2001 H13 16417 9693 6302 197 162 63

2002 H14 15981 9620 5970 198 142 51

2003 H15 15395 9299 5740 183 133 41

2004 H16

2005 H17 14859 9114 5426 139 139 41

妊娠届出件数 満11週以内 満12～19週 満20～27週 満28週以降 不詳

2006 H18 14742 9026 5398 192 90 36

2007 H19 14675 9019 5356 187 92 21

2008 H20 14745 11230 3251 162 86 16

2009 H21 14147 11562 2332 135 99 19

2010 H22 14497 12713 1551 116 80 37

●妊娠届出数・割合（出典：母子保健事業年報）

妊娠届出件数 満11週以内 満12～27週 満28週以降 不詳

1998 H10 100.0 55.4 43.2 0.9 0.6

妊娠届出件数 満11週以内 満12～21週 満22～27週 満28週以降 不詳

1999 H11 99.8 58.8 38.8 1.3 0.6 0.3

2000 H12 100 59.9 37.1 1.1 1.0 0.9

2001 H13 100 59.0 38.4 1.2 1.0 0.4

2002 H14 100 60.2 37.4 1.2 0.9 0.3

2003 H15 100 60.4 37.3 1.2 0.9 0.3

2004 H16

2005 H17 100 61.3 36.5 0.9 0.9 0.3

妊娠届出件数 満11週以内 満12週～19週 満20週～満27週 満28週以降 不詳

2006 H18 100 61.2 36.6 1.3 0.6 0.2

2007 H19 100 61.5 36.5 1.3 0.6 0.1

2008 H20 100 76.2 22.0 1.1 0.6 0.1

2009 H21 100 81.7 16.5 1.0 0.7 0.1

2010 H22 100 87.7 10.7 0.8 0.6 0.3

年次

年次

年次

年次

年次
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●医療従事者数・全国（出典：母子保健の主なる統計）

医師 薬剤師 保健師 助産師
看護師
准看護師

1998 H10 248,611 205,953 34,468 24,202 985,821

2000 H12 255,792 217,477 36,781 24,511 1,042,468

2002 H14 262,687 229,744 38,366 24,340 1,097,326

2004 H16 270,371 241,369 39,195 25,257 1,146,181

2006 H18 277,927 252,533 40,191 25,775 1,194,121

2008 H20 286,699 267,751 43,446 27,789 1,252,224

2010 H22 295,049 276,517 45,028 29,670 1,320,873

●医療従事者数・県（出典：母子保健の主なる統計）

医師 薬剤師 保健師 助産師
看護師
准看護師

1998 H10 3,428 2,942 624 450 14,638

2000 H12 3,476 3,042 703 435 16,135

2002 H14 3,548 3,252 747 451 16,537

2004 H16 3,614 3,437 750 458 17,485

2006 H18 3,787 3,581 787 471 18,754

2008 H20 3,869 3,703 887 470 18,629

2010 H22 4,050 3,681 860 528 19,988

●医療従事者数・全国(出典：母子保健の主なる統計）

小児科医 産婦人科 産科 婦人科

1998 H10 13,989 10,916 353 1,188

2000 H12 14,156 10,585 474 1,361

2002 H14 14,481 10,618 416 1,366

2004 H16 14,677 10,163 431 1,562

2006 H18 14,700 9,592 482 1,709

2008 H20 15,236 10,012 377 1,572

2010 H22 15,870 10,227 425 1,717

●医療従事者数・県(出典：医師、歯科医師、薬剤師調査）

小児科医 産婦人科 産科 婦人科

1998 H10 197 166 6 10

2000 H12 200 160 6 16

2002 H14 200 156 11 18

2004 H16 194 151 8 17

2006 H18 210 143 15 15

2008 H20 214 148 12 17

2010 H22 224 175 16 31

●診療科目別医療機関数（出典：医療施設調査）

全国
一般病院

全国
有床
診療所

全国
無床
診療所

県
一般病院

県
有床
診療所

県
無床
診療所

1996 H8 3,844 5,375 21,720 65 116 457

1999 H11 3,528 4,676 22,122 58 121 500

2002 H14 3,433 3,857 22,005 60 108 492

2005 H17 3,154 3,031 22,287 55 92 528

2008 H20 2,905 2,218 20,285 53 71 515

2010 H22 2,808 2,218 20,285 54 71 515

産婦人科

全国
一般病院

全国
有床
診療所

全国
無床
診療所

県
一般病院

県
有床
診療所

県
無床
診療所

年次

年次

年次

年次

年次

年次

般病院
診療所 診療所

般病院
診療所 診療所

1996 H8 1,996 3,825 400 34 63 9

1999 H11 1,681 3,629 467 32 75 8

2002 H14 1,590 3,282 596 30 66 13

2005 H17 1,423 2,872 750 30 59 10

2008 H20 1,319 2,602 953 24 52 15

2010 H22 1,252 2,602 953 23 52 15

産科

全国
一般病院

全国
有床
診療所

全国
無床
診療所

県
一般病院

県
有床
診療所

県
無床
診療所

1996 H8 152 820 109 2 18 1

1999 H11 203 759 90 3 14 2

2002 H14 213 658 112 3 12 2

2005 H17 193 613 146 2 15 1

2008 H20 177 290 110 4 8 1

2010 H22 180 290 110 5 8 1

婦人科

全国
一般病院

全国
有床
診療所

全国
無床
診療所

県
一般病院

県
有床
診療所

県
無床
診療所

1996 H8 483 1,552 1,188 8 25 12

1999 H11 609 1,356 1,306 8 18 18

2002 H14 645 1,190 1,403 9 17 17

2005 H17 730 1,026 1,574 10 17 13

2008 H20 743 606 1,523 13 12 11

2010 H22 762 606 1,523 14 12 11

●助産施設(出典：衛生行政報告例）

全国 県

2000 H12 802 24

2002 H14 730 28

2004 H16 722 30

2006 H18 683 29

2008 H20 788 30

2010 H22 890 41

年次

年次

年次
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Ⅷ 周産期医療体制整備指針（平成21年3月30日付け医政発第0330011号 抜粋）
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Ⅸ 岐阜県周産期医療協議会設置要綱及び委員名簿(平成25年3月現在）
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